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は じ め に 

介護保険制度は、「高齢者の介護を社会全体で支える」という

考えのもと、社会保障制度のひとつとして平成１２年４月に創設

され、２０年が経過いたしました。 

この間、人々の価値観や生活様式は多様化し、少子化や核家

族化が進行したことにより、高齢者のみの世帯やひとり暮らし高

齢者が増加しています。また、我が国の平均寿命は、令和元年に

は、男性が 81.41 歳、女性が 87.45 歳となり、ともに過去最高

を更新しました。厚生労働省は平均寿命が延びた背景について「健康意識の高まりや

医療技術の進歩がある。今後も緩やかに延びていくのではないか」としています。高齢

化の進展に伴い、要介護高齢者の増加や介護期間の長期化などによる介護サービス

に係る給付費の増大が、制度を運用する上での大きな課題となっております。 

人生１００年時代、高齢者が可能な限り住み慣れた地域で、自分らしく暮らし続ける

ことができるよう、高齢者を地域で支えるため、第７期計画からの取り組みを着実に継

承し、施策を確実に展開していく必要があります。施設等に頼らず、自宅で自立した生

活を送ることができるように、医療、介護、介護予防、 住まい及び日常生活の支援が

包括的に提供される「地域包括ケアシステム」の深化・推進を進めていくこととしており

ます。 

この度、令和３年度から令和５年度までを計画期間とする「高齢者保健福祉計画・第

８期介護保険事業計画」を策定いたしました。伊奈町総合振興計画の将来像の実現を

念頭に置き、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう、本計画の基

本理念「～自分らしく いきいきと～一人ひとりを見守る ささえあい わが町」の実現を

目指し、今後も介護保険の安定的な運用に努めるとともに、町民の皆様や関係団体、

事業者の皆様と連携を図り、着実に本計画の施策を進めてまいりますので、地域住民

の皆様や NPO、ボランティア、関係者の方々のご協力をお願い申し上げます。 

結びに、本計画の策定にあたり、アンケート調査等にご協力を賜りました町民の皆様

や関係者の皆様をはじめ、様々な視点から熱心にご審議いただき、ご尽力を賜りまし

た介護保険事業計画等審議会委員の皆様に対しまして心から御礼申し上げます。 

 

 

 

令和３年３月 

伊奈町長 大島 清 
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第１章 計画の概要 

第１節 計画策定の背景と趣旨 

高齢者を社会全体で支えるための仕組みとして、平成１２年４月に介護保険制度は創設さ

れました。人々の価値観や生活様式は多様化し、少子化や核家族化が進行したことにより、そ

れまで高齢者の暮らしを支えてきた、家庭や地域の相互扶助の機能が弱まってしまいました。

この社会構造の変化により、高齢者のみの世帯やひとり暮らし高齢者が増加し、また、平均寿

命が伸長するなか、認知症高齢者も増加してきています。さらに、近年では新型コロナウイル

ス感染症により感染症対策が重要となってきていること、対策の一つとして新しい生活様式

を取り入れていく必要があることなど、社会はめまぐるしく変化しています。 

 

高齢者を取り巻く環境は、このように様々な課題がありますが、これらの状況を踏まえなが

ら、高齢者が可能な限り住み慣れた地域で、自分らしく暮らし続けることができるよう、施策

の確実な展開が必要とされています。 

 

施設等に頼らず、自宅で自立した生活を送ることができるように、医療、介護、介護予防、

住まい及び日常生活の支援が包括的に提供される「地域包括ケアシステム」の深化・推進を進

めています。 

 

本町では、「～自分らしく いきいきと～ 一人ひとりを見守る ささえあい わがまち」を基

本理念とし「伊奈町高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画」を策定しています。高齢者が

可能な限り住み慣れた地域で個人の尊厳や自分らしい生き方が尊重され、安心して生活して

いくことができるよう、地域包括ケアシステムを充実させる施策を推進してきました。 

また、本町の高齢者が住み慣れた地域で自分らしくいきいきと暮らし続けるためには、社

会構造の変化や人々の暮らしの変化を踏まえ、地域住民や地域の多様な主体が参画し、人と

人、人と資源が世代や分野を超えつながることで住民一人ひとりの暮らしと生きがい・地域を

ともにつくっていく、「地域共生社会」を実現することが必要です。 

 

「伊奈町高齢者保健福祉計画及び第８期介護保険事業計画」（本計画）は、計画期間を令和３

年度から５年度までとし、第７期の計画（平成３０年度～令和２年度）の検証を行い、国や県の

動向、現在の高齢者を取り巻く状況、町民アンケート調査の結果を踏まえ、高齢者の状況やサ

ービスの中長期的な取組をより一層推進し、本町の「地域共生社会」を実現するために策定さ

れました。 

 

  



第１章 計画の概要 

  -2-  

第２節 計画の法的根拠 

「高齢者保健福祉計画」とは、老人福祉法に定められた策定義務のある計画であり、老人福

祉事業の供給体制の確保を定める計画です。 

一方、「介護保険事業計画」とは、介護保険法に定められた介護保険の事業計画であり、必

要な介護保険サービスの見込量を算出し、確保に必要な介護保険料の水準の決定、サービス

事業の確保の方策等を定める計画です。 

また、両者はともに高齢者の福祉の増進を目的としていることから、老人福祉法では、２計

画を一体的に策定するよう求めています。 

 

■高齢者保健福祉計画（老人保健福祉計画） 

老人福祉法 第２０条の８ 

市町村は、老人居宅生活支援事業及び老人福祉施設による事業（以下「老人福祉事業」と

いう。）の供給体制の確保に関する計画（以下「市町村老人福祉計画」という。）を定めるもの

とする。 

 

■介護保険事業計画 

介護保険法 第１１７条 

市町村は、基本指針に即して、３年を一期とする当該市町村が行う介護保険事業に係る

保険給付の円滑な実施に関する計画（以下「市町村介護保険事業計画」という。）を定めるも

のとする。 
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第３節 計画の位置づけ 

本計画は、高齢者を対象とした福祉の個別計画です。福祉計画としての上位計画である「地

域福祉計画」や町の最上位計画である「総合振興計画」の方針及び関連する福祉分野の個別

計画やその他の計画などと十分に整合性を図りながら策定されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４節 計画の期間 

本計画の計画期間は、令和３年度から令和５年度までの３年計画とします。団塊の世代が後

期高齢者となる令和７年、さらに本町の人口のボリュームゾーンである団塊ジュニア世代が高

齢者となる令和２２年を見据えた中長期的な視点を持つものですが、法改正や社会情勢等

様々な要因により、計画期間中でも見直しを行うことがあります。 

 

平成 

３０年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

２２年度 

          

令和７（２０２５）年、令和２２（２０４０）年を見据えた中長期的な取組 

第７期計画 第８期計画 第９期計画  

  
見直し 

  
見直し 

  
見直し  

   

※本計画において、平成３１年度は令和元年度として表記しています。  
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第５節 計画の策定体制 

（１）伊奈町介護保険事業計画等審議会の実施 

高齢者の福祉に関する総合的な計画及び介護保険事業計画に関する計画を策定し、かつ、

計画の円滑な推進を図るため、被保険者を代表する者、医療に従事する者、福祉に関する事

業に従事する者、識見を有する者、公募による者及び関係行政機関の職員により構成される

「伊奈町介護保険事業計画等審議会」を設置しています。 

 

（２）介護予防・日常生活圏域ニーズ調査及び在宅介護実態調査の実施 

本調査は、本町の高齢者の生活実態や健康状態、高齢者施策等への考え方及び介護保険や

福祉サービスに関するニーズなどを把握することを目的として実施しました。 

 

（３）パブリック・コメントの実施 

本計画書の策定にあたっては、町民コメント制度に基づき、広く住民の方から本計画に関す

る意見をお伺いしました。 
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第２章 高齢者福祉を取り巻く現状 

第１節 統計データから見る伊奈町の現状 

（１）人口等の推移 

①年齢３区分別人口と高齢化率の推移 

本町の人口の推移は、緩やかな増加傾向を示しており、平成２８年度の４４,４６９人から令

和２年度の４４,９００人へ４３１人増加しています。 

また、年齢３区分別の人口の推移を見ると、高齢者人口は、平成２８年度の９,７４２人か

ら１０,６６８人へ９２６人増加しています。年少人口は減少している一方、高齢者人口は増加の

一途をたどっており、今後は急速な高齢化が進んでいくと考えられます。 

 

■年齢３区分別人口と高齢化率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：人） 

  平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

総人口 ４４,４６９ ４４,４９６ ４４,７１８ ４４,７４０ ４４,９００ 

年少人口（０～１４歳） 
７,３０５ ７,０８８ ６,９５１ ６,７１４ ６,４８４ 

１６.４% １５.９% １５.５% １５.０% １４.４% 

生産年齢人口（１５～６４歳） 
２７,４２２ ２７,３４５ ２７,４２６ ２７,５２１ ２７,７４８ 

６１.７% ６１.５% ６１.３% ６１.５% ６１.８% 

高齢者人口（６５歳以上） 
９,７４２ １０,０６３ １０,３４１ １０,５０５ １０,６６８ 

２１.９% ２２.６% ２３.１% ２３.５% ２３.８% 

資料：住民基本台帳（各年度４月１日現在） 

7,305 7,088 6,951 6,714 6,484

27,422 27,345 27,426 27,521 27,748

9,742 10,063 10,341 10,505 10,668

44,469 44,496 44,718 44,740 44,900

21.9 

22.6 
23.1 

23.5 
23.8 

16.0

18.0

20.0

22.0

24.0

0

20,000

40,000

60,000

80,000

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

（人）

年少人口（０～14歳） 生産年齢人口（15～64歳）

高齢者人口（65歳以上） 高齢化率

（％）
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②前期高齢者と後期高齢者の人口の推移 

前期高齢者（６５～７４歳）と後期高齢者（７５歳以上）の人口の推移をそれぞれ見ると、前期

高齢者は減少、後期高齢者は増加しており、高齢者の中でもさらに高齢化が進行しているこ

とが分かります。 

 

■高齢者人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：人） 

  平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

高齢者人口 ９,７４２ １０,０６３ １０,３４１ １０,５０５ １０,６６８ 

（高齢化率） ２１.９% ２２.６% ２３.１% ２３.５% ２３.８% 

 

６５～７４歳 
６,０１６ ５,９２４ ５,８２０ ５,６１９ ５,４５６ 

１３.５% １３.３% １３.０% １２.６% １２.２% 

７５歳以上 
３,７２６ ４,１３９ ４,５２１ ４,８８６ ５,２１２ 

８.４% ９.３% １０.１% １０.９% １１.６% 

総人口 ４４,４６９ ４４,４９６ ４４,７１８ ４４,７４０ ４４,９００ 

資料：住民基本台帳（各年度４月１日現在） 
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③人口推計 

本町の総人口は、令和７年度をピークとして、その後は減少の一途をたどる見込みです。しか

しながら、高齢者人口は増加を続け、令和２２年度においては１３,９７５人となると推計されてい

ます。 

 

■推計人口（総人口と高齢者人口） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成３０年度～令和２年度まで：住民基本台帳（各年度４月１日現在） 

令和２年度以降：厚生労働省「見える化システム」による推計値 

■推計人口（前期高齢者と後期高齢者人口） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成３０年度～令和２年度まで：住民基本台帳（各年度４月１日現在） 

令和２年度以降：厚生労働省「見える化システム」による推計値 
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7,303 
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6,766 

6,672 
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（２）要支援・要介護認定者の推移 

①要支援・要介護認定者数の推移（被保険者別） 

各年度末の要支援・要介護認定者は、令和元年度で１,４７３人となっており、平成２７年度の    

１,３０８人と比較すると、１６５人増加しています。 

要支援・要介護認定者を被保険者の種別で見ると、令和元年度では、第１号被保険者のうち

前期高齢者（６５～７４歳）が１８６人、後期高齢者（７５歳以上）が１,２４７人、第２号被保険者  

（４０～６４歳）が４０人となっています。 

また、平成２７年度と比較すると、前期高齢者は５８人の減少、後期高齢者は２２９人の増加

となっています。 

 

■要支援・要介護認定者の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：介護保険事業報告（年報） 
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②要支援・要介護状態区分の推移 

要支援・要介護状態区分の推移では、各年度末の状況をみると、各区分で多少の増減はあ

るものの全体として増加傾向にあります。また、高齢者における要支援・要介護認定者の割合

を示す認定率は、１３％前半で推移していましたが、令和元年度末には１３.６％と少し上昇しま

した。 

 

■要支援・要介護状態区分の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省「見える化システム」による実績値 
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第 7 期計画 第８期計画 

③要支援・要介護認定者数の推計 

要支援・要介護認定者数の各年度９月末の推計値を見ると、本計画の最終年度である

令和５年度には１,７６７人、要介護認定率は１６.２％と推計されています。 

その後も認定者数は増加を続けますが、令和１７年度以降は、認定者の増加割合は鈍化す

ると想定されるため、施設整備等においては、将来的な需要の変化を踏まえて計画していく

必要があります。 

 

■要支援・要介護認定者数と認定率の推計値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：令和２年度までは、介護保険事業状況報告（月報） 

令和３年度以降は、厚生労働省「見える化システム」による推計値 
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第２節 介護保険サービスの利用状況 

（１）介護保険サービス利用者総数と給付費の推移 

サービス利用者数の推移を見ると、総数ではおおむね増加傾向、居宅や地域密着型では年

度によりばらつきがありますが、施設においては年々増加しています。 

 

■介護保険サービスの利用者総数の推移（予防給付含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「厚生労働省見える化システム」による実績値 

 

 

■種類別介護保険サービスの利用者数の推移（予防給付含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「厚生労働省見える化システム」による実績値 

  

8,723

322

2,948

9,149

1,422

3,288

9,323

1,508

3,396

9,228

1,559

3,407

9,586

1,429

3,546

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

居宅 地域密着型 施設

（人）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

11,993

13,859

14,227

14,194
14,561

10,000

11,000

12,000

13,000

14,000

15,000

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

(人）

利用者数



第２章 高齢者を取り巻く現状 

  -12-  

給付費の合計は、平成２７年度の１６億５千万円から令和元年度の２１億１千万円と４億６千

万円増加しており、居宅及び施設においては、右肩上がりに増加しています。 

 

■介護保険サービス給付費の推移（予防給付含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「厚生労働省見える化システム」による実績値 

 

 

■種類別介護保険サービス給付費の推移（予防給付含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「厚生労働省見える化システム」による実績値 
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（２）介護給付によるサービス利用者数及び介護給付費の状況 

介護給付によるサービス利用者の状況を見ると、令和元年度においては、おおむね計画値

は実績値を上回っています。実績値が計画値を超えているサービスは、住宅改修費の割合が

最も多く、次いで定期巡回・随時対応型訪問介護看護、居宅療養管理指導となっています。 

■介護給付によるサービス延べ利用者数                              単位：人 

種類 
平成３０年度 令和元年度 実績値 

伸び率 計画値 実績値 比率 計画値 実績値 比率 

居
宅 

訪問介護 2,148 1,925 ８９.6% 2,316 1,914 ８２.6% 99.4% 

訪問入浴介護 96 111 １１5.6% 108 100 92.6% 90.1% 

訪問看護 780 740 94.9% 828 818 ９８.8% １10.5% 

訪問リハビリテーション 1,020 805 ７８.9% 1,044 841 ８０.6% １０４.５% 

居宅療養管理指導 1,236 1,357 １０９.8% １,248 １,387 １１１.1% １０２.2% 

通所介護 3,096 3,041 ９８.2% 3,240 3,222 ９９.4% １０６.0% 

通所リハビリテーション 1,596 1,432 ８９.7% 1,656 1,479 ８９.3% １０３.3% 

短期入所生活介護 996 938 ９４.2% 1,092 966 ８8.5% １０３.0% 

短期入所療養介護 264 172 ６5.2% 276 163 59.1% 94.8% 

特定施設入居者生活介護 504 427 ８4.７% 540 457 ８４.6% １０7.0% 

福祉用具貸与 ３,924 4,033 １０２.８% ３,996 4,416 １１０.５% １０９.５% 

特定福祉用具購入費 84 70 ８3.3% 96 8７ 90.6% １24.3% 

住宅改修費 48 57 １18.8% ４8 ７8 １62.5% １36.8% 

居宅介護支援 7,140 7,113 ９９.6% 7,380 7,258 ９８.４% １０２.０% 

地
域
密
着
型 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 １2 ２2 183.3% １2 １7 １41.7% ５０.０% 

夜間対応型訪問介護 ０ ０ － ０ ０ － － 

地域密着型通所介護 1,０68 1,059 99.2% 1,092 936 85.7% ８８.4% 

認知症対応型通所介護 0 ０ － 0 3 － － 

小規模多機能型居宅介護 108 122 １１3.0% 168 143 ８５.1% 117.2% 

複合型サービス（看護小規模 

多機能型居宅介護） 
0 0 － 0 2 － － 

認知症対応型共同生活介護 360 332 ９2.2% ３84 322 ８3.9% ９7.0% 

地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護 ０ ０ － ０ ０ － － 

地域密着型特定施設入居者生活介護 ０ 0 － 0 0 － － 

施
設 

介護老人福祉施設 2,220 2,261 １０１.9% 2,256 2,346 １０４.0% １０3.8% 

介護老人保健施設 1,260 1,157 ９１.8% 1,32０ 1,216 ９2.1% １０５.1% 

介護療養型医療施設 ０ 2 － ０ ０ － － 

介護医療院 12 ０ 0.0％ 24 ０ 0.0％ － 

介護給付サービス利用人数 計 27,972 ２7,176 97.2％ ２9,124 ２8,171 ９6.7% １０３.7% 

資料：「厚生労働省見える化システム」による実績値 

※実績値伸び率＝令和元年度実績値÷平成 30 年度実績値 （％） 
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介護給付費の状況を見ると、令和元年度においては、おおむね計画値は実績値に近い数値

となっています。実績値が計画値を超えているサービスは、定期巡回・随時対応型訪問介護看

護の割合が最も多く、次いで短期入所生活介護、居宅療養管理指導、訪問看護となっていま

す。 

実績値の伸び率は、全体で１０５.8％となっています。 

■介護給付費                                              単位：千円 

種類 
平成３０年度 令和元年度 実績値 

伸び率 計画値 実績値 比率 計画値 実績値 比率 

居
宅 

訪問介護 ９２,６８５ ９５,６８3 １０３.２% ９８,８３０ ９３,３45 ９４.５% ９７.６% 

訪問入浴介護 ７,６２２ ５,５９５ ７３.４% ８,３６１ ６,０４５ ７２.３% １０８.０% 

訪問看護 ２９,９８１ ３３,０９6 １１０.４% ３１,４１４ ３５,３７４ １１２.６% １０６.９% 

訪問リハビリテーション ３２,６５１ ２９,４２6 ９０.１% ３３,５９０ ２８,２２4 ８４.０% ９５.９% 

居宅療養管理指導 １７,６９７ １８,４９７ １０４.５% １７,８３９ ２０,２９５ １１３.８% １０９.７% 

通所介護 ２３４,５２８ ２４６,０４9 １０４.９% ２４５,５４０ ２６９,１２０ １０９.６% １０９.４% 

通所リハビリテーション １００,１４５ ８６,３７3 ８６.３% １０３,８５５ ９０,８３2 ８７.５% １０５.２% 

短期入所生活介護 ８２,７３９ ９３,８９7 １１３.５% ９１,０２８ １０４,４５４ １１４.7% １１１.２% 

短期入所療養介護 １２,７９６ １３,２９１ １０３.９% １３,２３４ １４,４２２ １０９.０% １０８.５% 

特定施設入居者生活介護 １０３,７９５ ８４,７４５ ８１.6% １１３,６７８ ９２,３３７ ８１.２% １０９.０% 

福祉用具貸与 ５５,４５８ ５４,１５４ ９７.6% ５６,４５５ ６１,９００ １０９.６% １１４.３% 

特定福祉用具購入費 ２,３１９ ２,００４ ８６.４% ２,７０５ ２,７６４ １０２.２% １３７.９% 

住宅改修費 ６,１６７ ６,２２３ １００.９% ６,１６７ ６,６９９ １０８.６% １０７.6% 

居宅介護支援 １０１,４８１ １０２,７９4 １０１.３% １０４,８９３ １０６,１７3 １０１.２% １０３.３% 

地
域
密
着
型 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 ７７４ １,６１９ ２０９.２% ７７４ １,４２９ １８４.６% ８８.３% 

夜間対応型訪問介護 ０ ０ － ０ ０ － － 

地域密着型通所介護 ７３,８９２ ７７,３４6 104.7% ７５,３５３ ７３,２０８ 97.2% ９４.7% 

認知症対応型通所介護 ０ ０ － ０ ３０ － － 

小規模多機能型居宅介護 １８,８０７ １８,８０１ １００.０% ２８,５４９ ２８,４０５ ９９.５% １５１.１% 

複合型サービス（看護小規模 

多機能型居宅介護） 
０ ０ － ０ 76０ － － 

認知症対応型共同生活介護 ８８,５１２ ８１,６０４ ９２.２% ９４,６０１ ７６,６５５ ８１.０% ９３.９% 

地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護 ０ ０ － ０ ０ － － 

地域密着型特定施設入居者生活介護 ０ ０ － ０ ０ － － 

施
設 

介護老人福祉施設 ５３９,２１０ １０６.５% １０６.５% ５４７,８３９ ５９３,０４５ １０８.３% １０３.２% 

介護老人保健施設 ３４５,３６５ ９１.８% ９１.８% ３６２,１１１ ３５０,２１５ ９６.７% １１０.４% 

介護療養型医療施設 ０ 812 － ０ 0 － 0.00% 

介護医療院 3,714 0 0.00% 7,427 0 0.00% － 

介護給付費 計 １,９50,338 1,943,559 99.7% ２,０44,243 ２,055,730 １０0.6% １０５.8% 

資料：「厚生労働省見える化システム」による実績値 

※実績値伸び率＝令和元年度実績値÷平成 30 年度実績値 （％） 
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（３）予防給付によるサービス利用者数及び予防給付費の状況 

予防給付によるサービス利用者の状況を見ると、令和元年度においては、特定介護予防福

祉用具購入費において実績値が計画値を大きく上回っています。 

 

■予防給付によるサービス延べ利用者数                              単位：人 

種類 
平成３０年度 令和元年度 実績値 

伸び率 計画値 実績値 比率 計画値 実績値 比率 

居
宅 

介護予防訪問入浴介護 ０ ０ － ０ ０ － － 

介護予防訪問看護 84 108 １２８.６% 96 77 80.2% ６６.７% 

介護予防 

訪問リハビリテーション 
108 118 １09.3% 120 119 99.2% １００.9% 

介護予防居宅療養管理指導 108 73 ６7.6% 12０ 89 ７4.2% １21.9% 

介護予防 

通所リハビリテーション 
492 539 １０９.6% 516 652 １２6.4% １２1.０% 

介護予防短期入所生活介護 60 26 ４3.3% 72 19 26.4% 73.1% 

介護予防短期入所療養介護 ０ 1 － ０ 1 － 100.0% 

介護予防特定施設 

入居者生活介護 
３6 ３4 94.4% ３6 ３5 97.2% １０2.9% 

介護予防福祉用具貸与 696 690 99.1% 720 779 １０８.2% １１２.9% 

特定介護予防福祉用具購入費 12 26 216.7% 12 23 191.7% 88.5% 

介護予防住宅改修費 36 40 111.1% 36 26 72.2% ６5.0% 

介護予防居宅介護支援 1,896 1,276 67.3% 1,932 1,403 72.6% 110.0% 

地
域
密
着
型 

介
護
予
防 

介護予防認知症対応型 

通所介護 
０ ０ － ０ ０ － － 

介護予防小規模多機能型 

居宅介護 
72 20 27.8% 96 20 20.8% 100.0% 

介護予防認知症対応型 

共同生活介護 
０ ０ － ０ ０ － － 

介護給付サービス利用人数 計 3,600 2,951 82.0% 3,756 3,243 86.3% １09.9% 

資料：「厚生労働省見える化システム」による実績値 

※実績値伸び率＝令和元年度実績値÷平成 30 年度実績値 （％） 
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予防給付費の状況を見ると、令和元年度においては、実績値が計画値を超えているサービ

スは、特定介護予防福祉用具購入費の割合が最も多く、次いで介護予防通所リハビリテーショ

ン、介護予防福祉用具貸与、介護予防特定施設入居者生活介護となっています。 

 

■予防給付費                                              単位：千円 

種類 
平成３０年度 令和元年度 実績値 

伸び率 計画値 実績値 比率 計画値 実績値 比率 

居
宅 

介護予防訪問入浴介護 
０ ０ － ０ ０ － － 

介護予防訪問看護 ２,４５３ ２,６６９ １０８.８% ２,６１０ １,８５６ ７１.１% ６９.５% 

介護予防 

訪問リハビリテーション 
３,５０８ ３,６７７ １０４.８% ３,９４８ ３,３７６ ８５.５% ９１.８% 

介護予防居宅療養管理指導 １,３４５ ７５８ ５６.４% １,５６０ ７２８ ４６.７% ９６.０% 

介護予防 

通所リハビリテーション 
１３,８６４ １８,０７９ １３０.４% １３,６６３ ２２,２６８ １６３.０% １２３.２% 

介護予防短期入所生活介護 １,９０７ １,４０４ ７３.６% ２,３８５ １,０７７ ４５.２% ７６.７% 

介護予防短期入所療養介護 ０ ３４ － ０ ３３ － 97.1% 

介護予防特定施設 

入居者生活介護 
２,３６４ ２,６２１ １１０.９% ２,３６５ ２,９２９ １２３.８% １１１.８% 

介護予防福祉用具貸与 ３,８６２ ５,５６９ １４４.２% ３,９８６ ６,０２１ １５１.１% １０８.１% 

特定介護予防福祉用具購入費 ２５４ ５３０ ２０８.７% ２５４ ５４９ ２１６.１% １０３.６% 

介護予防住宅改修費 ４,０８６ ４,０５５ ９９.２% ４,０８６ ２,５８２ ６３.２% ６３.７% 

介護予防居宅介護支援 ８,６９５ 5,928 68.2% ８,８６２ 6,533 73.7% 110.2% 

地
域
密
着
型 

介
護
予
防 

介護予防認知症対応型 

通所介護 
０ ０ － ０ ０ － － 

介護予防小規模多機能型 

居宅介護 
４,４０５ ９７８ ２２.２% ５,８７５ ２,１０９ ３５.９% 215.5% 

介護予防認知症対応型 

共同生活介護 
０ ０ － ０ ０ － － 

介護給付サービス利用人数計 46,743 46,３01 99.1% 49,594 50,059 100.9% １０8.1% 

資料：「厚生労働省見える化システム」による実績値 

※実績値伸び率＝令和元年度実績値÷平成 30 年度実績値 （％） 
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第３節 高齢者の生活実態 

 

（１）介護予防・日常生活圏域ニーズ調査及び在宅介護実態調査の概要 

①調査目的 

「伊奈町高齢者保健福祉計画及び第８期介護保険事業計画」の策定に向けて、高齢者等の

生活の様子や意見、介護等の状態を把握し、問題を分析するための基礎資料を得て、新たに

策定する計画に反映させるため本調査を実施しました。 

 

②実施概要 

 

区 分 
①介護予防・日常生活圏域ニーズ 

調査 
②在宅介護実態調査 

(１)対象者 ６５歳以上の町民 
要介護（要支援）認定を 

受けている町民 

(２)対象者数 １,８００人 ８００人（４００人※） 

(３)抽出方法 無作為抽出 無作為抽出 

(４)調査方法 郵送による配付、回収（※②については聞き取り調査４００人を含む） 

(５)実施時期 令和２年７月上旬～７月１７日 

(６)回収結果 

・回収数 

・有効回収数(n) 

・有効回収率 

 

１,２８６件 

１,２８６件 

７１.４% 

 

４８２件 

４８１件 

６０.１％ 

 

③調査項目 

 
①介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 ②在宅介護実態調査 

・ご家族や生活状況について 

・からだを動かすことについて 

・食べることについて 

・毎日の生活について 

・地域での活動について 

・たすけあいについて 

・健康について 

・認知症に関する相談窓口の把握について 

・回答を行った方について 

・主な介護者について 

・サービスの利用について 

・傷病・診療について 

・介護者の就業の状況について 

・介護への不安について 

・２０歳未満の介護者について 

  

～アンケート調査からの抜粋～ 
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④分析・表示 

（１）調査結果の比率はすべて百分比（％）で表しており、その質問の回答者数を基数として、小

数第２位を四捨五入して算出しています。なお、四捨五入の関係で合計が１００％にならな

い場合があります。 

（２）複数回答形式の場合、回答比率の合計は１００％を超えることがあります。 

（３）グラフ中の「ｎ」(net)とは、その質問への回答者数を表します。１つの設問に対して性別

で集計を行うといった、クロス集計を行った場合の割合は、無回答を除いた回答人数(有

効回答数)を分母として算出しているため、有効回答数（ｎ）は質問によって異なることが

あります。例えば性別の場合、「男性」と「女性」の回答の合計が有効回答数（ｎ）であり、「全

体」は「何も回答していない」人も合計した数となります。年齢や他の設問間クロス集計に

おいても同様です。 

（４）質問の選択肢は意味を損なわない程度に省略した表現を用いていることがあります。 

（５）回答者数（ｎ）が１０未満の項目についてはコメントを付していません。 
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（２）ニーズ調査結果 

①調査回答者の性別 

「男性」が４６.７％、「女性」が５２.７％となっています。 

前回と比べ、「女性」の比率が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②調査回答者の年齢 

団塊の世代を含む「７０～７４歳」が３０.６％と最も多くなっています。 

前回と比べ、「前期高齢者」の割合が減少し、「後期高齢者」の割合が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

22.9

30.6

27.8

12.6

5.4

53.5

45.9

0.6

32.4

31.3

21.6

10.3

3.8

63.7

35.7

0.6

0 20 40 60 80

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85歳以上

前期高齢者

（65～74歳）

後期高齢者

（75歳以上）

無回答

（％）

今回(n=1286) 前回(n=1190)

48.7

46.7

50.8

52.7

0.6

0.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

前回(n=1190)

今回(n=1286)

男性 女性 無回答

（%）
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③家族構成 

「夫婦２人暮らし（配偶者６５歳以上）」（４３.８％）という回答が４割強を占め、最も多くなっ

ています。 

前回と比べ、「ひとり暮らし」が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④外出の頻度 

「減っている」（４１.６％）という回答が４割強を占め、最も多くなっています。 

前回と比べ、「とても減っている」「減っている」が増加しており、新型コロナウイルス感染症

による影響が考えられます。 

 

 

 

 

  

14.8

43.8

3.7

19.7

16.9

1.2

10.7

44.4

4.5

17.8

20.3

1.2

0 20 40 60

ひとり暮らし

夫婦2人暮らし（配偶者65歳以上）

夫婦2人暮らし（配偶者64歳以下）

息子・娘との2世帯

その他

無回答

（％）

今回(n=1286) 前回(n=1190)

10.0

41.6

21.2

26.0

1.3

2.0

16.9

33.7

46.7

0.7

0 20 40 60

とても減っている

減っている

あまり減っていない

減っていない

無回答

（％）

今回(n=1286) 前回(n=1190)
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⑤外出の移動手段 

全体では「徒歩」（５８.７％）という回答が最も多く、「自動車（自分で運転）」（５５.７％）、「自

転車」（４３.５％）が続いています。 

前回と比べ、「電車」が減少していますが、同じ公共交通機関である「路線バス」はあまり変

化がないことから、路線バスは生活に必要な用途で用いられていることが考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

58.7

43.5

3.0

55.7

26.7

29.4

22.4

0.8

0.0

0.0

1.1

7.3

0.7

0.0

61.4

49.5

3.9

54.2

23.6

41.1

22.7

0.5

0.4

0.3

0.7

7.0

0.3

4.1

0 20 40 60 80 100

徒歩

自転車

バイク

自動車（自分で運転）

自動車（人に乗せてもらう）

電車

路線バス

病院や施設のバス

車いす

電動車いす（カート）

歩行器・シルバーカー

タクシー

その他

無回答

（％）

今回(n=1286) 前回(n=1190)
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⑥生きがいの有無 

生きがいの有無について「生きがいあり」が６１.９％を占め、最も多くなっています。 

「生きがい」の具体的な記述では、「孫の成長」、「仕事」、「趣味」などがありました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦会・グループ等への参加頻度 

どの会・グループ等でも「参加していない」や「無回答」が多くなっていますが、“収入のある

仕事”で「週４回以上」が１１.８％、“趣味関係のグループ”で「月１～３回」が１３.２％、“町内会・

自治会”で「年に数回」が１８.２％と、それぞれ１割以上となっています。 

 

上段：人、下段・％ 

  
全体 

週４回

以上 

週２～

３回 

週１

回 

月１～

３回 

年に

数回 

参加して

いない 

無回

答 

①ボランティアの 

グループ 

１,２８６ ９ ２３ １９ ８７ ６０ ７４９ ３３９ 

１００.０ ０.７ １.８ １.５ ６.８ ４.７ ５８.２ ２６.４ 

②スポーツ関係の 

グループやクラブ 

１,２８６ ３２ １１０ ７３ ６６ ３８ ６６４ ３０３ 

１００.０ ２.５ ８.６ ５.７ ５.１ ３.０ ５１.６ ２３.６ 

③趣味関係 
１,２８６ ２０ ６７ ５４ １７０ ６５ ６２３ ２８７ 

１００.０ １.６ ５.２ ４.２ １３.２ ５.１ ４８.４ ２２.３ 

④学習・教養サークル 
１,２８６ ２ ７ １７ ４２ ３９ ７９６ ３８３ 

１００.０ ０.２ ０.５ １.３ ３.３ ３.０ ６１.９ ２９.８ 

⑤介護予防のための 

通いの場など 

１,２８６ ２ ７ ７ ５ １４ ８５８ ３９３ 

１００.０ ０.２ ０.５ ０.５ ０.４ １.１ ６６.７ ３０.６ 

⑥老人クラブ 
１,２８６ ２ ８ ２ ２２ ３２ ８３６ ３８４ 

１００.０ ０.２ ０.６ ０.２ １.７ ２.５ ６５.０ ２９.９ 

⑦町内会・自治会 
１,２８６ １２ ８ １０ ６３ ２３４ ６０９ ３５０ 

１００.０ ０.９ ０.６ ０.８ ４.９ １８.２ ４７.４ ２７.２ 

⑧収入のある仕事 
１,２８６ １５２ ８８ ２０ ２７ ３０ ６４４ ３２５ 

１００.０ １１.８ ６.８ １.６ ２.１ ２.３ ５０.１ ２５.３ 

  

61.9％

32.4％

5.7％

（n＝128）

生きがいあり 思いつかない 無回答
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0.7

2.5

1.6

0.2

0.2

0.2

0.9

11.8

1.8

8.6

5.2

0.5

0.5

0.6

0.6

6.8

1.5

5.7

4.2

1.3

0.5

0.2

0.8

1.6

6.8

5.1

13.2

3.3

0.4

1.7

4.9

2.1

4.7

3.0

5.1

3.0

1.1

2.5

18.2

2.3

58.2

51.6

48.4

61.9

66.7

65.0

47.4

50.1

26.4

23.6

22.3

29.8

30.6

29.9

27.2

25.3

0 20 40 60 80

①ボランティ

アのグループ

②スポーツ関

係のグループ

やクラブ

③趣味関係

④学習・教養

サークル

⑤介護予防の

ための通いの

場など

⑥老人クラブ

⑦町内会・自

治会

⑧収入のある

仕事

（％）

週4回以上 週2～3回 週1回

月1～3回 年に数回 参加していない

無回答

①ボランティア

のグループ 

②スポーツ関係

のグループや

クラブ 

⑤ 介 護 予 防 の

ための通いの

場など 

⑦町内会・自 

治会 

⑧収入のある 

仕事 
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⑧友人・知人と会う頻度 

「月に何度かある」（２６.４％）、「週に何度かある」（２４.０％）という回答が多くなっていま

す。 

前回と比べ、頻度が減っている傾向にあります。外出の頻度と同様、新型コロナウイルス感

染症による影響が考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

6.8

24.0

26.4

20.1

14.8

7.9

10.5

31.4

24.5

18.4

11.4

3.7

0 10 20 30 40

毎日ある

週に何度かある

月に何度かある

年に何度かある

ほとんどない

無回答

（％）

今回(n=1286) 前回(n=1190)
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（３）在宅介護実態調査 

①家族構成 

「その他」（49.1％）という回答が最も多く、「単身世帯」（24.5％）、「夫婦のみ世帯」

（23.9％）、の順となっています。 

前回と比べ、「単身世帯」が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②主な介護者 

「子」（４９.５％）という回答が最も多く、次いで「配偶者」（２９.６％）が多くなっています。 

前回と比べ、「配偶者」が大幅に減り、「子」が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

29.6

49.5

11.2

0.3

1.8

2.1

5.4

40.6

42.6

9.4

0.7

1.5

3.0

2.5

0 10 20 30 40 50

配偶者

子

子の配偶者

孫

兄弟・姉妹

その他

無回答

（％）

今回(n=331) 前回（n=404）

17.7

24.5

28.9

23.9

50.9

49.1

2.5

2.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

前回（n=560）

今回(n=481)

単身世帯 夫婦のみ世帯 その他 無回答

（%）
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③主な介護者の性別 

「男性」が３３.８％、「女性」が６１.９％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④主な介護者の年齢 

「５０代」（２７.５％）という回答が最も多く、「７０代」（２６.９％）、「６０代」（２３.６％）が続いて

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0.0 0.0 0.6

7.9

27.5

23.6

26.9

8.2

0.9

4.5

0

5

10

15

20

25

30

(%)

今回(n=331)

33.8％

61.9％

4.2％

男性 女性 無回答

（n=331）
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⑤主な介護者の行っている介護 

「その他の家事（掃除、洗濯、買い物等）」（８１.６％）という回答が最も多く、「金銭管理や生

活面に必要な諸手続き」（７５.８％）、「食事の準備（調理等）」（７１.９％）、「外出の付き添い、送

迎等」（６９.２％）が続いています。 

前回と比べ、「服薬」「認知症等への対応」に増加が見られます。また、「入浴・洗身」「外出の

付き添い、送迎等」などは減少しています（５%以上）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

18.1

15.1

13.6

19.0

21.1

26.6

21.5

69.2

48.0

29.3

8.8

71.9

81.6

75.8

6.6

0.0

2.7

17.8

16.6

13.6

25.7

20.3

30.4

18.6

75.0

42.3

23.3

10.6

74.8

81.6

75.2

8.0

1.0

1.5

0 20 40 60 80 100

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

わからない

無回答

（％）

今回(n=331) 前回（n=404）
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⑥介護者の離職 

「介護のために仕事を辞めた家族・親族はいない」（７７.３％）という回答が最も多く、次い

で「無回答」（１５.４％）、「主な介護者が仕事を辞めた（転職除く）」（３.６％）が続いています。 

前回よりも「介護のために仕事を辞めた（転職除く）」は減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

3.6

1.2

1.2

0.3

77.3

0.9

15.4

6.7

1.2

0.5

0.5

73.3

2.5

15.6

0 20 40 60 80 100

主な介護者が仕事を辞めた

（転職除く）

主な介護者以外の家族・親族が

仕事を辞めた（転職除く）

主な介護者が転職した

主な介護者以外の家族・親族が

転職した

介護のために仕事を辞めた

家族・親族はいない

わからない

無回答

（％）

今回(n=331) 前回（n=404）

主な介護者が仕事を辞めた 

（転職除く） 

主な介護者以外の家族・親族が 

仕事を辞めた（転職除く） 

主な介護者以外の家族・親族が 

転職した 

介護のために仕事を辞めた 

家族・親族はいない 

主な介護者が転職した 
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⑦介護保険サービス以外の支援・サービス 

「利用していない」（６７.２％）という回答が最も多く、次いで「無回答」（８.１％）が多くなって

います。利用の回答があったものの中では、「配食」（７.９％）、「外出同行（通院、買い物など）」

（５.４％）が比較的多くなっています。 

前回よりも「配食」「ゴミ出し」が増加し、他は減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

7.9

2.3

2.7

2.7

4.8

5.4

4.8

3.3

2.9

4.6

67.2

8.1

4.3

2.9

4.3

3.2

3.9

7.5

5.7

4.3

4.3

6.4

61.8

10.7

0 25 50 75 100

配食

調理

掃除・洗濯

買い物（宅配は含まない）

ゴミ出し

外出同行（通院、買い物など）

移送サービス（介護・福祉タクシー等）

見守り、声かけ

サロンなどの定期的な通いの場

その他

利用していない

無回答

（％）

今回(n=481) 前回（n=560）
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⑧今後の在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービス 

「特になし」（38.7％）が最も多く、「移送サービス（介護・福祉タクシー等）」（24.5％）、 

「外出同行（通院・買い物など）」（19.8％）、が続いています。 

前回よりも「移送サービス」がやや増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

11.0

6.4

9.4

10.2

10.6

19.8

24.5

14.6

6.4

6.4

38.7

7.5

12.7

12.1

16.1

18.6

12.3

27.9

23.8

16.1

8.9

3.2

35.2

7.5

0 10 20 30 40 50

配食

調理

掃除・洗濯

買い物（宅配は含まない）

ゴミ出し

外出同行（通院、買い物など）

移送サービス（介護・福祉タクシー等）

見守り、声かけ

サロンなどの定期的な通いの場

その他

特になし

無回答

（％）

今回(n=481) 前回（n=560）
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⑨施設等への入所・入居の検討 

「入所・入居は検討していない」（68.8％）が７割近くを占めて最も多くなっています。次い

で「入所・入居を検討している」（15.2％）、「すでに入所・入居申し込みをしている」（8.1％）の

順となっています。 

前回よりも「入所・入居は検討していない」が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑩主な介護者の勤務形態 

「働いていない」（47.0％）という回答が最も多く、次いで「フルタイムで働いている」

（23.3％）が続いています。 

前回よりも「フルタイム」で働いている人が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

23.3

13.1

47.0

0.4

16.2

19.3

16.3

55.9

1.2

7.2

0 20 40 60

フルタイムで働いている

パートタイムで働いている

働いていない

主な介護者に確認しないと、

わからない

無回答

（％）

今回(n=481) 前回（n=404）

68.8

15.2

8.1

7.9

78.0

14.5

3.6

3.9

0 20 40 60 80 100

入所・入居は検討していない

入所・入居を検討している

すでに入所・入居申し込みを

している

無回答

（％）

今回(n=481) 前回（n=560）

すでに入居・入居申し込み

をしている 

主な介護者に確認しないと 

わからない 
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⑪働き方の調整 

「特に行っていない」（52.6％）という回答が最も多く、次いで「介護のために、「労働時間を

調整（残業免除、短時間勤務、遅出・早帰・中抜け等）」しながら、働いている」（22.9％）が続い

ています。 

 

 

 

  52.6

22.9

11.4

4.0

8.0

2.3

5.1

0 20 40 60

特に行っていない

介護のために、「労働時間を調整（残

業免除、短時間勤務、遅出・早帰・中

抜け等）」しながら、働いている

介護のために、「休暇（年休や介護休

暇等）」を取りながら、働いている

介護のために、「在宅勤務」を

利用しながら、働いている

介護のために、２～４以外の調整を

しながら、働いている

主な介護者に確認しないと、

わからない

無回答

（％）

今回（n=175）

介護のために、「労働時間を調整（残業

免除、短時間勤務、遅出・早帰・中抜け

等）しながら、働いている 

介護のために、「休暇（年休や介護休暇

等）」を取りながら、働いている 

介護のために、「在宅勤務」を 

利用しながら、働いている 

介護のために、２～４以外の調整を 

しながら、働いている 

主な介護者に確認しないと 

わからない 
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⑫主な介護者の方が不安に感じる介護 

「認知症状への対応」（24.7％）という回答が最も多く、次いで「外出の付き添い、送迎」

（23.9％）が多く、「入浴・洗身」（16.2％）、「食事の準備（調理等）」（16.0％）、「夜間の排泄」

（15.8％）が続いています。 

前回よりも「不安に感じていることは、特にない」が増加し、「認知症等への対応」をはじめ

他の項目は減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11.9

15.8

4.4

16.2

2.9

3.1

10.4

23.9

8.1

24.7

4.2

16.0

13.3

10.2

4.0

12.1

3.5

13.3

13.4

19.8

5.2

19.8

5.7

5.0

10.6

27.2

8.7

32.4

7.9

20.6

15.8

12.1

6.9

7.9

6.7

12.1

0 20 40

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応

（経管栄養、ストーマ等）

食事の準備（調理等）

その他の家事

（掃除、洗濯、買い物等）

金銭管理や生活面に必要な

諸手続き

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、

わからない

無回答

（％）

今回（n=481） 前回（n=404）

医療面での対応（経管栄養、ストーマ等） 

その他の家事（掃除、洗濯、買い物等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

主な介護者に確認しないと

わからない 
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第４節 高齢者福祉サービス事業所調査 

 

（１）高齢者福祉サービス事業所調査の概要 

①調査目的 

介護人材の不足が懸念されるなか、町内の高齢者福祉サービス事業所の人材確保の現状

や取組、課題や要望等を把握し、将来の町の高齢者施策の参考にするため、アンケート調査を

実施しました。 

 

②実施概要 

区 分 高齢者福祉サービス事業所調査 

(１)対象者 町内に所在する高齢者福祉サービス事業所 

(２)対象者数 ５５件 

(３)調査方法 郵送による配付、回収 

(４)実施時期 令和２年１０月下旬～１１月６日 

(５)回収結果 

・回収数 

・有効回収数(n) 

・有効回収率 

 

３4 件 

３4 件 

61.8% 

 

③主な調査項目 

・確保の困難な職種 

・人材の募集方法 

・離職防止や職場定着のために取り組んでいること 

・人材の確保・定着面での悩み 

・ボランティアの活用状況 

・外国人職員の採用状況 

・地域に不足しているサービスや支援 

・高齢者福祉充実のため今後必要と考えるもの 

 

  

～アンケート調査からの抜粋～ 
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（２）調査結果 

①確保の困難な職種 

「ケアマネジャー」が最も多く、「介護福祉士」、「介護職員（上記以外）」が続いています。 

 

問： 貴事業所で、特に確保の困難な職種は何ですか。（○はいくつでも） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②人材の募集方法 

「ホームページなどでの募集」「チラシ・新聞広告等」がそれぞれ最も多くなっています。 

 

問： 主な人材の募集方法を教えてください。（○は３つまで） 

 

 

 

 

 

 

 

  

30.3 

27.3 

27.3 

24.2 

12.1 

9.1 

3.0 

0.0 

3.0 

30.3 

0 10 20 30 40

ケアマネジャー

介護福祉士

介護職員（上記以外）

看護職員

訪問介護員（ホームヘルパー）

機能訓練指導員

事務職員

社会福祉士

その他

特にない

（％）

45.5

45.5

42.4

27.3

18.2

15.2

0.0

33.3

0 20 40 60

ホームページなどでの募集

チラシ・新聞広告等

職業安定所（ハローワーク）

関係者・職員などからの紹介

就職斡旋サービスの利用

学校などへのリクルート

その他

特に募集活動はしていない

（％）



第２章 高齢者を取り巻く現状 

  -36-  

③離職防止や職場定着のために取り組んでいること 

「待遇向上」が最も多く、「適材適所・配置の工夫」「キャリア形成支援」が続いています。 

 

問： 離職防止・職場定着のために取り組んでいることを教えてください。（○はいくつでも） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

48.5

45.5

45.5

42.4

33.3

27.3

27.3

15.2

12.1

12.1

12.1

9.1

9.1

3.0

0.0

0.0

24.2

0 20 40 60

待遇向上（報酬や福利厚生等）

適材適所・配属の工夫

キャリア形成支援（資格取得支援等）

働き方改革（勤務日時の改善・柔軟化等）

メンタルヘルス支援（悩み相談等）

通勤支援（交通費・駐車場等の便宜）

健康管理支援

職場環境の工夫（空間・設備の快適化等）

社宅の提供や家賃補助

有資格の退職者への声掛け・採用

事務効率化のためのシステム導入

外国人職員の採用

AI（人工知能）やロボットの導入

保育サービスの導入

ボランティアの活用

その他

特にない

(%)
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④人材の確保・定着面での悩み 

「十分な報酬が支払えない」が最も多く、「事務処理や会議等の負担が増えている」、「経験

豊富な人材が少ない」と続いています。 

 

問： 人材の確保・定着面での悩みはありますか。（○はいくつでも） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ボランティアの活用状況 

「職員のみでの提供で考えている」が最も多く、「すでにボランティアを活用している」「ボラ

ンティアの活用は難しいと考える」と続いています。 

 

問： ボランティアの活用状況を教えてください。（○は１つ） 

 

 

 

 

  

27.3

21.2

18.2

15.2

15.2

9.1

9.1

9.1

3.0

3.0

0.0

3.0

33.3

0 10 20 30 40

十分な報酬が支払えない

事務処理や会議等の負担が増えている

経験豊富な人材が少ない

臨時職員、パート職員が多い

超過勤務が多い

専門職の兼務が多い

女性が不足している

休日出勤が多い

職員の精神的ケアが不足している

男性が不足している

職員の健康面のケアが不足している

その他

特にない

（％）

30.3

27.3

15.2

12.1

0.0

3.0

12.1

0 10 20 30 40

職員のみでの提供で考えている

既にボランティアを活用している

ボランティアの活用は難しいと考える

ボランティアの活用を検討している

ボランティアの人材がいない

その他

未定

（％）
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⑥外国人職員の採用状況 

「日本人のみでの提供で考えている」が最も多く、「既に外国人を採用している」「外国人人

材の採用を検討している」と続いています。 

 

問： 外国人職員の採用状況を教えてください。（○は１つ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦地域に不足しているサービスや支援 

「訪問系サービス」と相談できる場所や機会」が同数で最も多く、「通所系サービス」などが

続いて多くなっています。 

 

問： 地域に不足していると感じるサービスや支援は何ですか。（○はいくつでも） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

21.2 

18.2 

18.2 

15.2 

6.1 

0.0 

0.0 

21.2 

0 10 20 30

日本人のみでの提供で考えている

既に外国人職員を採用している

外国人職員の採用を検討している

外国人職員の採用は難しいと考えている

外国人職員の人材がいない

外国人職員の採用を予定している

その他

未定

（％）

30.3

30.3

18.2

15.2

15.2

12.1

3.0

3.0

6.1

15.2

0 10 20 30 40

訪問系サービス

相談できる場所や機会

通所系サービス

集いの場

その他

介護保険以外の生活支援

施設系サービス

サービス付き高齢者向け住宅や有料老人ホーム

わからない

特に不足は感じない

（％）
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⑧高齢者福祉充実のため今後必要と考えるもの 

「担い手の確保・育成」が過半数で最も多く、「サービス事業所への支援」、「地域に不足して

いるサービスの充実」などが多くなっています。 

 

問： 地域の高齢者福祉充実のため今後必要と考えるものは何ですか。（○はいくつでも） 

  

 

 

 

 

 

 

 

72.7

45.5

39.4

30.3

30.3

27.3

24.2

15.2

15.2

12.1

9.1

6.1

3.0

6.1

0 20 40 60 80

担い手の確保・育成

サービス事業所への支援

地域に不足しているサービスの充実

高齢者向けの住まいの充実・住み替え等の支援

各種制度・サービスに対する知識・理解の促進

在宅での重度化対応や看取りのサポート

地域包括支援センターを核とする

相談ネットワークの充実

高齢者を支える地域内の連携体制の充実

高齢者の活躍支援

住民の互助力・共助力の強化

（認知症対策、介護予防等）

8050問題への対応（共用型施設等）の充実

その他

わからない

特にない

（％）
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第３章 計画の基本的な考え方 

第１節 基本理念 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

伊奈町総合振興計画では、基本構想の将来像を実現させるための基本方針のひとつに

「健康で心安らぐまちに暮らす」を掲げています。 

その中で、高齢者施策については、「高齢者サービスの充実」を掲げ、「高齢者が生きがい

を持って活躍している一方、支援が必要な高齢者も、住み慣れた家庭や地域で安心した暮

らしが営まれています。」を目指す姿とし、地域包括ケアシステムの構築、介護予防と生活支

援サービスの充実、生きがい対策への支援の推進を図ることを目指しています。 

本町では、「～自分らしく いきいきと～ 一人ひとりを見守る ささえあい わがまち」を

基本理念に、高齢者が住み慣れた地域で自分らしい生活を継続できる環境づくりを推進し

てきました。 

第８期計画においても、引き続きこの基本理念を踏襲し、高齢者が可能な限り住み慣れ

た地域で個人の尊厳や自分らしい生き方が尊重され、安心して生活していくことができる

よう、高齢者の地域生活を支える地域包括ケアシステムの充実と地域共生社会の実現を目

指します。 
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第２節 基本的な考え方 

基本理念を実現するために、取り組むべき分野を基本目標、分野ごとの取組の方向性

を施策、施策に対して具体的に行うことを取組として設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３節 基本目標 

基本目標１ 健康でいきいきと暮らせるまちに 

高齢者一人ひとりが、住み慣れた地域で、健康でいきいきと暮らしていけるよう、病気などを

未然に防ぎ、健康づくりを支援する仕組みや地域での他者との関わりの中から生きがいを見つ

け、満ち足りた暮らしを実現するため関係機関と連携し、長生きができるための健康づくりや、

地域の様々な介護予防の取組や活動を推進することで、介護予防の充実を図ります。 

基本目標２ 住み慣れた地域で安心して暮らせるまちに 

高齢者が可能な限り、住み慣れた家で在宅生活を継続できるよう、「介護」・「予防」・「医

療」・「生活支援」・「住まい」の５つのサービスを包括的かつ継続的に提供する、地域包括ケアシ

ステムの充実を図ります。 

基本目標３ 充実した介護サービスが使えるまちに 

必要な介護保険サービスを充実させ、かつ将来の需要量を見込み、高齢者一人ひとりの地

域での生活を支えられるよう努めます。  

取組

施策

基本目標

基本
理念
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第４節 施策の体系 

（１）高齢者保健福祉計画の施策の体系 

第
４
章 

高
齢
者
保
健
福
祉
計
画 

第１節 

健康づくり 

（１）保健サービス 

①健康教育 

②健康相談 

③各種健康診査 

④訪問指導 

（２）健康増進 

①健康指導訪問事業 

②健康増進事業 

③人間ドック検診助成事業 

④特定保健指導 

第２節 

福祉サービス 

（１）在宅福祉サービス 

①日常生活用具の給付・貸与 

②福祉機器リサイクル事業 

③紙おむつ支給事業 

④訪問理美容サービス 

⑤チェアキャブ貸出事業 

⑥ひとり暮らし高齢者交流会 

⑦緊急通報電話 

⑧ねたきり老人等手当・ねたきり老人等介護者手当 

⑨敬老祝い金 

（２）福祉施設サービス 

①養護老人ホーム 

②ケアハウス、サービス付き高齢者向け住宅等 

③生活支援ハウス（高齢者生活福祉センター） 

（３）低所得者対策 
①介護サービス利用料金負担軽減事業 

②生活保護等 

第３節 

生きがいづくり 

（１）社会参加 
①シルバー人材センターの運営事業 

②ボランティア活動への参加の促進 

（２）元気づくり 
①スポーツ・レクリエーション活動の普及促進 

②生涯学習活動の推進 

（３）ふれあい交流 

①長寿クラブ 

②地域ふれあい事業 

③敬老会 

④老人福祉センター 

⑤世代間交流の促進 

第４節 

支え合いづくり 

（１）見守り体制の充実 

①災害時支援 

②地域の見守り体制の充実 

③民生委員・児童委員活動との連携 

（２）認知症支援の充実 

①認知症理解の普及・啓発 

②認知症予防の体制整備 

③認知症ケアパスの周知 

（３）生活支援体制の整備 

①担い手の育成 

②ボランティアセンターの充実 

③在宅生活支援の充実 

第５節 

やさしいまちづくり 

（１）権利擁護 

①権利擁護における理解と周知 

②虐待防止 

③成年後見制度活用のための支援 

（２）環境整備 
①公共施設のバリアフリー化の推進 

②交通網の充実 
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（２）介護保険事業計画の施策の体系 

第
５
章 

介
護
保
険
事
業
計
画 

第１節 

介護保険事業推進

のための前提 

（１）日常生活圏域の設定 

（２）地域包括支援センターの機能強化 

第２節 

地域支援事業 

（１）介護予防・日常生活支援総合事業 

（２）包括的支援事業 

（３）任意事業 

第３節 

介護給付・予防給付

サービス 

（１）居宅サービス 

（２）施設サービス 

（３）地域密着型サービス 

第４節 

要介護状態を予防

するための目標設定 

（１）要介護状態の各段階における取組 

（２）最終的な数値目標 

（３）設定値の評価 

第５節 

介護給付適正化の

取組 

（１）要介護認定の適正化 

（２）ケアプランの点検 

（３）住宅改修等の点検及び福祉用具購入・貸与調査 

（４）医療情報との突合・縦覧点検 

（５）介護給付費通知 

第６節 

事業費の見込量 

（１）介護保険事業費の推計 

（２）標準給付費の見込額 

（３）地域支援事業費の見込額 

（４）介護保険財政の仕組み 
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第４章 高齢者保健福祉計画 

第１節 健康づくり 

（１）保健サービス 

①健康教育 

◆事業の内容◆ 

生活習慣病及び介護予防、その他健康に関する事項について、正しい知識の普及を図ると

ともに、適切な指導や支援を行う事業で、自らの健康を自らで守る認識と自覚を高め、壮年期

からの健康の保持・増進を図ることを目的としています。 

◆今後の方向性◆ 

健康教育の実施が世代ごとに偏りが出ないよう、４０～６４歳の方を対象に、今後も継続し

て生活習慣病等の早期予防と介護予防の知識の普及を図ります。 

■実績と見込量                                             単位：回 

 実績 見込量 

年度 H３０年度 R 元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 

開催回数 ７６ １００ １００ １００ １００ １００ 

※R２年度は見込値 

②健康相談 

◆事業の内容◆ 

４０歳以上の方及びその家族を対象として、保健センターなど身近な拠点において、保健師

や栄養士が心身の健康に関する個別の相談に応じ、必要な指導及び助言を行う事業で、家庭

における健康管理に役立てることを目的としています。 

◆今後の方向性◆ 

町内在住の方を対象に、幅広く、重点健康相談と総合健康相談を実施します。また、同時に、

検尿・血圧測定等も行います。 

■実績と見込量                                          単位：回、人 

 実績 見込量 

年度 H３０年度 R 元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 

重点 

健康相談 

開催回数 ２ ５ ５ ５ ５ ５ 

延べ人数 １９２ ２７０ ２６０ ４５０ ４５０ ４５０ 

総合 

健康相談 

開催回数 ２４ ６０ ６０ ７０ ７０ ７０ 

延べ人数 ４７７ １,０００ ５００ ７５０ ７５０ ７５０ 

※R２年度は見込値 
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③各種健康診査 

◆事業の内容◆ 

健康診査、歯周疾患検診、がん検診の実施を通じて、疾病を予防し、疾病が早期に発見され

た方に対して、栄養や運動等に関する保健指導や健康管理に関する正しい知識の普及を行う

事業で、壮年期からの健康についての認識と自覚の高揚を図り、自主的な健康の保持・増進

を図ることを目的としています。 

 

●健康診査 

４０～７４歳の国民健康保険制度の加入者及び、７５歳以上の後期高齢者医療制度の加入

者を対象に、健康診査を年に１回実施していきます。 

 

■実績と見込量                                             単位：％ 

 実績 見込量 

年度 H３０年度 R 元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 

健康診査 

受診率 

４０～７４歳 ５３.７ ５４.２ ５４.２ ５５.０ ５６.０ ６０.０ 

７５歳以上 ５４.３ ５５.３ ５５.３ ５６.０ ５６.０ ５６.０ 

※R２年度は見込値 

 

●歯周疾患検診 

４０歳以上の方を対象に、歯周疾患検診を実施し、歯周疾患の予防と知識の普及に努めま

す。 

 

■実績と見込量                                             単位：人 

 実績 見込量 

年度 H３０年度 R 元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 

受診者数 ４２ ４４ ７５ １００ １００ １００ 

※R２年度は見込値 
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●がん検診 

引き続き、胃がん、肺がん、大腸がん検診は４０歳以上の方を対象に年に１回、子宮がん検

診は２０歳以上、乳がん検診は４０歳以上の方を対象に、同一人に対して２年に１回、前立腺が

ん検診は５０歳以上の方を対象に実施していきます。 

さらに、各種がん検診の充実を図るとともに、早期発見につながる効果的な検査方法の充

実を図ります。 

 

■実績と見込量                                             単位：人 

 実績 見込量 

年度 H３０年度 R 元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 

胃がん 

検診 

対象者数 ２５,６２１ ２６,０４８ ２７,１３４ ２７,５００ ２８,０００ ２８,５００ 

受診者数 ３８５ ３４８ １７０ ５５０ ６００ ６５０ 

受診率 １.５% １.３% ０.６% ２.０% ２.１% ２.３% 

肺がん 

検診 

対象者数 ２５,６２１ ２６,０４８ ２７,１３４ ２７,５００ ２８,０００ ２８,５００ 

受診者数 １９８ １３１ ８５ ３００ ３１０ ３２０ 

受診率 ０.８% ０.５% ０.３% １.１% １.１% １.１% 

子宮がん 

検診 

対象者数 １７,６０１ １７,６７９ １７,９９５ １９,３００ １９,５００ ２０,０００ 

受診者数 ７４５ ７９８ ４００ １,０００ １,１００ １,２００ 

受診率 ４.２% ４.５% ２.２% ５.２% ５.６% ６.０% 

乳がん 

検診 

対象者数 １２,８７２ １３,０９７ １３,４８７ １４,３００ １４,５００ １５,０００ 

受診者数 ６２２ ６９１ ２００ １,０００ １,１００ １,２００ 

受診率 ４.８% ５.３% １.５% ７.０% ７.６% ８.０% 

大腸がん 

検診 

対象者数 ２５,６２１ ２６,０４８ ２７,１３４ ２７,５００ ２８,０００ ２８,５００ 

受診者数 ３,７７５ ３,７４３ ３,０００ ４,０００ ４,１００ ４,２００ 

受診率 １４.７% １４.４% １１.１% １４.５% １４.６% １４.７% 

前立腺 

がん検診 

対象者数 ８,３２８ ８,５６２ ８,８１１ ９,０００ ９,５００ １０,０００ 

受診者数 １,２５６ １,２９３ １,０００ １,４００ １,４１０ １,４２０ 

受診率 １５.１% １５.１% １１.３% １５.６% １４.８% １４.２% 

※R２年度は見込値 

※子宮がん検診、乳がん検診の受診率については、当年度受診者と前年度受診者を当年度

対象者で割った率 

※令和２年度の実績は新型コロナウイルス感染症の影響により予定開催回数を削減したため、

減少 
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④訪問指導 

◆事業の内容◆ 

疾病、要介護状態になりやすい方、ねたきりの状態にある方又はこれに近い状態にある方、

さらにその家族等を、保健師や看護師が訪問し、健康に関する問題を総合的に把握し、健康づ

くりや介護予防のために必要な指導を行う事業です。 

 

◆今後の方向性◆ 

事業を継続し、心身機能の低下防止と健康の保持・増進、介護予防の推進に努めます。また、

６５歳以上の方に対しては、地域支援事業として継続的に実施し、介護予防効果の向上を図り

ます。 

 

■実績と見込量                                           単位：回、人 

 実績 見込量 

年度 H３０年度 R 元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 

訪問回数 ４１ ３６ ５４ ５０ ５２ ５４ 

実施人数 
４０～64 歳 ３ ３ ３ ５ ５ ５ 

65 歳以上 ０ ０ ２ ３ ３ ３ 

※R２年度は見込値 

 

 

（２）健康増進 

①健康指導訪問事業 

◆事業の内容◆ 

医療機関への重複・頻回受診の方などを対象に、看護師を派遣して訪問指導を行う事業で

す。 

 

◆今後の方向性◆ 

事業を継続し、適切な医療機関の受診と健康の維持に関する指導を実施します。 

 

 

②健康増進事業 

◆事業の内容◆ 

国民健康保険加入者を対象に、健康の保持・増進を目的とする事業です。 

 

◆今後の方向性◆ 

事業を継続して実施し、健康増進を推進し、意識啓発を図ります。 
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③人間ドック検診助成事業 

◆事業の内容◆ 

３０歳以上の国民健康保険及び後期高齢者医療制度の被保険者を対象として、人間ドック

検診受診者に対する助成を行う事業で、疾病を早期に発見し、早期治療により重症化を防止

することを目的としています。 

 

◆今後の方向性◆ 

事業を継続して実施し、利用者の健康維持を推進します。 

 

 

④特定保健指導 

◆事業の内容◆ 

特定健康診査受診者の中で、メタボリックシンドロームの該当者及びその予備群の方に対し

て、生活習慣を改善するために特定保健指導を実施する事業で、疾病の発症と重度化の抑止

を目的としています。 

 

◆今後の方向性◆ 

事業に対する周知を徹底し、より多くの対象者に特定保健指導を継続的に実施します。 

 

■実績と見込量                                          単位：人、％ 

 実績 見込量 

年度 H３０年度 R 元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 

特定保健 

指導人数 
３１ ３５ ３５ ６５ ６５ ６５ 

特定保健 

指導率 
７.２ ７.７ ７.７ １５.０ １５.０ １５.０ 

※R２年度は見込値 
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第２節 福祉サービス 

（１）在宅福祉サービス 

①日常生活用具の給付・貸与 

◆事業の内容◆ 

日常生活用具の給付又は貸与を行う事業で、おおむね６５歳以上の心身機能の低下した

低所得のひとり暮らし高齢者に対し、日常生活の便宜を図ることを目的としています。 

所得により費用負担があります。 

 

◆今後の方向性◆ 

事業を継続し、低所得のひとり暮らし高齢者の自立と安全を確保します。 

 

●日常生活用具一覧 

【給付】 対象者 性能 

火災報知器 

おおむね６５歳以上の低所得の 

ひとり暮らし高齢者等 

屋内の火災を煙又は熱により感知し、

音又は光を発し、屋外にも警報ブザー

で知らせるもの 

自動消火器 

屋内温度の異常上昇又は炎の接触で

自動的に消火液を噴出し初期火災を

消火するもの 

電磁調理器 

おおむね６５歳以上であって心

身機能の低下に伴い防火等の配

慮が必要なひとり暮らし高齢者

等 

電磁による調理器であって高齢者等

が容易に使用し得るもの 

 

【貸与】 対象者 対象 

老人用電話 
おおむね６５歳以上の低所得の 

ひとり暮らし高齢者等 
加入電話 
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②福祉機器リサイクル事業 

◆事業の内容◆ 

車いす、エアマット、介護用ベッドなどの福祉機器を無料で貸し出しする事業で、身体障が

い者や日常生活を送るうえで支障のある高齢者等に対し、生活上の便宜を図ることを目的と

して、町社会福祉協議会が実施しています。 

 

◆今後の方向性◆ 

事業を継続し、各種関係機関と連携を図り、サービスを必要とする方への利用を促します。 

 

■実績と見込量                                             単位：件 

 実績 見込量 

年度 H３０年度 R 元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 

件数 ９８ ９５ 100 10０ 10０ １００ 

※R２年度は見込値 

 

 

③紙おむつ支給事業 

◆事業の内容◆ 

要介護認定者及び重度の身体障がい者（児）で常時紙おむつを使用している方に対して、紙

おむつを支給する事業で、町社会福祉協議会が実施しています。 

 

◆今後の方向性◆ 

事業を継続し、各種関係機関と連携を図り、サービスを必要とする方への利用を促します。 

 

■実績と見込量                                             単位：人 

 実績 見込量 

年度 H３０年度 R 元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 

支給延べ人数 １,３１７ １,４６８ １,５５０ １,６２０ １,７００ １,７８０ 

※R２年度は見込値 
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④訪問理美容サービス 

◆事業の内容◆ 

在宅の要介護認定者、ねたきり老人手当受給者及び重度身体障がい者（児）等で外出が困

難な方に対し、理・美容師の資格を有する方が自宅を訪問し、調髪、ひげ剃り等を行う事業で、

町社会福祉協議会が実施しています。 

 

◆今後の方向性◆ 

事業を継続し、各種関係機関と連携を図り、サービスを必要とする方への利用を促します。 

 

■実績と見込量                                             単位：人 

 実績 見込量 

年度 H３０年度 R 元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 

利用延べ人数 ５１ ６４ ７０ ７５ ８０ ８５ 

※R２年度は見込値 

 

 

⑤チェアキャブ貸出事業 

◆事業の内容◆ 

外出困難な高齢者及び障がい者等の日常生活の利便を図り、積極的な社会参加を促すた

め、常時車いすを使用している方、歩行が困難で外出に際し介助を必要とする方に対し、車い

すのまま乗降できる車両（チェアキャブ）を貸し出す事業で、町社会福祉協議会が実施してい

ます。 

 

◆今後の方向性◆ 

事業を継続し、各種関係機関と連携を図り、サービスを必要とする方への利用を促します。 

 

■実績と見込量                                             単位：件 

 実績 見込量 

年度 H３０年度 R 元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 

件数 １４ ７ ３ ５ ５ ５ 

※R２年度は見込値 
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⑥ひとり暮らし高齢者交流会 

◆事業の内容◆ 

６５歳以上のひとり暮らし高齢者が、楽しく充実した生活を送れるよう、集いや交流のため

の場を提供する事業で、町社会福祉協議会が実施しています。 

 

◆今後の方向性◆ 

事業を継続し、高齢者の孤立を防ぎ、生きがいのある生活に結び付けられるよう、参加促

進を図ります。 

 

■実績と見込量                                             単位：人 

 実績 見込量 

年度 H３０年度 R 元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 

利用延べ人数 １４９ １３９ １００ １６０ １６５ １７０ 

※R２年度は見込値 

 

 

⑦緊急通報電話 

◆事業の内容◆ 

利用者の電話機に、ボタンひとつで緊急通報センターに直接連絡できる特殊装置を取り付

ける事業で、おおむね６５歳以上の高齢者世帯及びひとり暮らしの重度身体障がい者世帯の

緊急事態への不安を解消することを目的としています。 

 

◆今後の方向性◆ 

事業を継続し、高齢者等の日常生活上の緊急事態への不安を解消するため、周知を図り利

用を促します。 

 

■実績と見込量                                            単位：人 

 実績 見込量 

年度 H３０年度 R 元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 

設置延べ人数 ５２ ５６ ５８ ６０ ６５ ７０ 

※R２年度は見込値 
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⑧ねたきり老人等手当・ねたきり老人等介護者手当 

◆事業の内容◆ 

６５歳以上の高齢者で、疾病等により常時ねたきり状態又は重度の認知症の状態が６か月

以上継続している方に対して、手当を支給する事業です。 

また、ねたきり老人等手当受給者を介護している方に対しても同様に支給します。 

 

◆今後の方向性◆ 

事業制度を見直し、適正な利用を促進するとともに周知を図ります。 

 

■実績と見込量                                             単位：人 

 実績 見込量 

年度 H３０年度 R 元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 

支給人数 １８ １１ ９ １０ １０ １０ 

※R２年度は見込値 

 

 

⑨敬老祝金 

◆事業の内容◆ 

満８０歳、満８５歳、満９０歳、満９５歳の方及び満１００歳以上の方に対し、祝金を支給する

事業です。 

 

◆今後の方向性◆ 

事業を継続するとともに、金額やあり方について見直しを検討します。 

 

■実績と見込量                                             単位：人 

 実績 見込量 

年度 H３０年度 R 元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 

対象人数 ５６４ ５９５ ６８２ ８７９ １,０８１ １,０６７ 

※R２年度は見込値 
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（２）福祉施設サービス 

①養護老人ホーム 

◆サービスの内容◆ 

養護老人ホームとは、住環境上や経済的な理由等により、居宅での生活が困難な高齢者を

対象として、入所者が自立した日常生活を営み、社会的活動に参加するために必要な指導及

び訓練その他の援助を行うことを目的とする施設です。 

 

◆今後の方向性◆ 

高齢者の状況、町内での需要等を見据えながら、広域的な施設の利用・調整を図ります。 

 

 

②ケアハウス、サービス付き高齢者向け住宅等 

◆サービスの内容◆ 

ケアハウスとは、身体機能の低下などが認められる、又は高齢等のため独立して生活する

には不安が認められるおおむね６０歳以上の方が入所の対象となる施設です。本町において

は、社会福祉法人が運営するケアハウスが１施設（定員５０名）整備されています。 

また、サービス付き高齢者向け住宅は、民間による高齢者専用賃貸住宅３施設（定員 69 人）

が整備されています。 

 

◆今後の方向性◆ 

地域包括ケアの推進には、住まいの確保が重要であることから、これらについて、高齢者の

状況、町内での需要等を見据えながら、隣接市等との連携も視野に入れた、広域的な施設の

確保・調整を図ります。 

 

 

③生活支援ハウス（高齢者生活福祉センター） 

◆事業の内容◆ 

生活支援ハウスは、ひとり暮らしの高齢者等を対象として、高齢等のため独立して生活する

ことに不安がある人に対して、一定期間低料金で居住の場を提供するものです。 

 

◆今後の方向性◆ 

高齢者の状況、町内での需要等を見据えながら、広域的な施設の利用・調整を図ります。 
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（３）低所得者対策 

①介護サービス利用料金負担軽減事業 

◆事業の内容◆ 

低所得の方を対象に、介護保険サービスの利用者負担の一部を助成する事業です。 

 

◆今後の方向性◆ 

事業の継続と対象サービスの拡大を検討するとともに、対象者の把握と制度の周知に努め、

低所得者福祉の向上を図ります。 

 

■実績と見込量                                             単位：人 

 実績 見込量 

年度 H３０年度 R 元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 

認定者数 ３２９ ２９３ ３３０ ３４０ ３５０ ３６０ 

※R２年度は見込値 

 

②生活保護等 

◆事業の内容◆ 

生活困窮した高齢者を経済的に支えるため、生活保護の相談や県社会福祉協議会で行って

いる生活福祉資金貸付、町社会福祉協議会で行っている福祉資金貸付の情報を提供します。 

 

◆今後の方向性◆ 

県の福祉事務所や生活困窮者自立支援事業の受託事業者、町社会福祉協議会と連携し、制

度の周知に努めます。 
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第３節 生きがいづくり 

（１）社会参加 

①シルバー人材センターの運営事業 

◆事業の内容◆ 

高齢者が生きがいを持ち、いきいきと充実した生活を送るためには、社会の一員として社

会に積極的に関わり、役立ち支えているという意識がたいへん重要です。その活動の場のひ

とつとして、シルバー人材センターは、高齢者のこれまで培ってきた技能や能力を活用し、健

康で生きがいのある生活の実現と社会参加を図ることを目的に昭和６０年度に伊奈町高齢者

事業団として設立されました。平成２１年度には法人化され、高齢者の就業機会の確保を図っ

ています。 

 

◆今後の方向性◆ 

労働意欲を持ち、生きがいを求める高齢者が増加することが考えられます。 

積極的な就業機会の開拓を支援し、高齢者の生きがいづくりを進めていきます。 

 

■実績と見込量                                             単位：人 

 実績 見込量 

年度 H３０年度 R 元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 

会員数 ２９７ ３００ ３１０ ３２０ ３３０ ３４０ 

 うち男性 ２０５ ２１１ ２１５ ２２０ ２２５ ２３０ 

 うち女性 ９２ ８９ ９５ １００ １０５ １１０ 

※R２年度は見込値 

 

 

②ボランティア活動への参加の促進 

◆事業の内容◆ 

団塊の世代の退職等により、日中地域で生活している高齢者が増加していることから、生き

がいづくりや健康づくりのひとつとして、ボランティア活動を推進し参加促進を図っています。 

ボランティアセンターに登録している団体数は、令和２年１０月現在、１４団体となっていま

す。 

 

◆今後の方向性◆ 

ボランティアＰＲパンフレットやボランティア情報誌を作成・配布し、ボランティア体験プログ

ラムの実施や地域住民等の集まりにおいて、ボランティア活動の参加啓発活動を行っていき

ます。 
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（２）元気づくり 

①スポーツ・レクリエーション活動の普及促進 

◆事業の内容◆ 

すべての町民がスポーツに親しみ、たくましい心身をつくるとともに、お互いの交流と連帯

の輪を広げ、明るい町を築くことを目的として、昭和５７年に「スポーツ都市」を宣言しました。 

高齢者が明るく元気に暮らすため、スポーツやレクリエーション活動に気軽に参加できる場

所の確保や、活動の普及を促進しています。 

 

◆今後の方向性◆ 

誰でも気軽に参加しやすいスポーツ教室を開催し、高齢者の健康維持や地域における交流

の促進、生きがいづくりの支援の充実を図ります。また、高齢者が参加しやすいような軽スポ

ーツや、健康維持を支援するウォーキング等の普及活動に努めます。 

 

 

②生涯学習活動の推進 

◆事業の内容◆ 

総合センターやふれあい活動センターを中心として、生涯にわたって一人ひとりの個性や

能力に応じて、学習に取り組むための、様々な機会を提供しています。 

 

◆今後の方向性◆ 

現在実施している各種講座については、高齢者のニーズに応じ、内容の充実を図ります。ま

た、高齢者の持つ多様な知識と経験を活用するとともに、高齢者が積極的に社会参加し、健

康の維持に努めながら、地域活動に参加できるよう、ボランティア活動を奨励し、活動の場の

整備を進めます。 

さらに、講座等の修了者が継続的に生涯学習活動を実施できるよう、自主的なグループの

活動の育成、運営等を支援します。 

 

■高齢者学級 実績と見込量                                  単位：回、人 

 実績 見込量 

年度 H３０年度 R 元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 

開催回数 ５ ５ ０ ５ ５ ５ 

参加延べ人数 １２５ １０８ ０ １００ １００ １００ 

※R２年度は見込値 

※令和２年度の実績は新型コロナウイルス感染症の影響により未開催 
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（３）ふれあい交流 

①長寿クラブ 

◆事業の内容◆ 

長寿クラブは、各地域の高齢者が自主的に集まり、クラブ活動を通じてお互いに親睦を深

めながら、高齢期の生活を健全で豊かなものにすることを目的とし活動しています。 

令和２年１０月現在、１６団体が活動しており、それぞれの組織で地域ボランティア活動、ス

ポーツ・レクリエーション活動、健康増進・維持のための活動、教養向上のための学習など様々

な活動に取り組んでいます。 

 

◆今後の方向性◆ 

多くの高齢者が参加できる通いの場となるよう、長寿クラブの周知を図ります。また、長寿

クラブ同士での情報交換や交流の場を設け、リーダー養成のための研修等を実施するなど、

活動を支援します。 

 

■実績と見込量                                         単位：団体、人 

 実績 見込量 

年度 H３０年度 R 元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 

長寿クラブ １５ １５ １６ １６ １６ １６ 

加入者数 ７８２ ７４８ ７６１ ７７０ ７８０ ７９０ 

※R２年度は見込値 
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②地域ふれあい事業 

◆事業の内容◆ 

地域ふれあい事業は、地域住民が自主的に運営する憩いの場・通いの場づくりを推進する

事業で、地域住民が楽しく気軽に参加し、他の人とふれあうことによって仲間づくりの機会や、

地域でいきいきと元気に生活していくための機会を得ることを目的としています。 

本事業の取組として、町社会福祉協議会が主体となり、地域を拠点に、町内に在住する地域

の住民が協働で企画し、ふれあいいきいきサロンを実施しています。 

 

◆今後の方向性◆ 

多くの高齢者が気軽に参加できるよう、サロンの新設を支援するとともに、広報等により周

知を進めていきます。 

 

■実績と見込量                                          単位：回、人 

 実績 見込量 

年度 H３０年度 R 元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 

ふれあい

いきいき

サロン 

設置箇所数 １６ １８ １8 19 20 ２1 

開催回数 １８０ １８１ 55 19０ ２0０ ２1０ 

参加延べ人数 ２,４５８ ２,７９１ 630 2,850 ３,0００ ３,150 

※R２年度は見込値 

 

 

③敬老会 

◆事業の内容◆ 

７５歳以上の高齢者を対象に、長寿と健康のお祝いとして、対象者全員に記念品の贈呈な

どを行う事業です。 

また、数えで米寿、白寿を迎えられる方や金婚を迎えられるご夫婦を招待し、記念式典を行

います。 

 

◆今後の方向性◆ 

引き続き事業を継続するとともに、高齢者のふれあいづくり、仲間づくりのため、開催方法

や内容について検討します。 

 

■実績と見込量                                             単位：人 

 実績 見込量 

年度 H３０年度 R 元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 

対象者数 ４,６９１ ５,１９８ ５,４２９ ６,０８０ ６,７７０ ７,３９０ 

※R２年度は見込値 
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④老人福祉センター 

◆事業の内容◆ 

高齢者の健康増進や生きがいづくり、レクリエーション、憩いの場や交流機会の創出の支援

として老人福祉センターを運営しており、本町に住所を有する満６０歳以上の方は、無料で利

用できます。 

なお、平成２０年度から指定管理者制度により運営しています。 

 

◆今後の方向性◆ 

現在の事業を継続するとともに、利用者の要望等を把握して、老人福祉センター内で実施

されるレクリエーション活動等のさらなる充実を図ります。 

また、総合センター内に併設されている児童館や公民館と連携し、指定管理者と綿密な協

議を行い、幅広い世代との交流や学習活動等の機会の充実を図ります。 

 

■実績と見込量                                             単位：人 

 実績 見込量 

年度 H３０年度 R 元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 

利用者数 ３５,３３８ ２９,４９９ ９,０００ ４０,０００ ４１,０００ ４２,０００ 

※R２年度は見込値 

 

 

⑤世代間交流の促進 

◆事業の内容◆ 

高齢者の豊かな経験と知識・技能などを活かした、子どもを対象とした講座・教室等を開催す

ることで、子どもと高齢者との世代間交流を促進し、高齢者の生きがいづくりを推進します。 

 

◆今後の方向性◆ 

高齢者がこれまで培った豊かな経験や知識・技能などを伝える場として講座・教室等を開

催し、多くの子どもたちと高齢者が交流できる機会の充実を図ります。また、現在小・中学校

等で実施している各世代間交流事業等を継続・充実させるとともに、地域における交流機会

の創出等に努めます。 
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第４節 支え合いづくり 

（１）見守り体制の充実 

①災害時支援 

◆事業の内容◆ 

災害時に適切な安否確認や救助活動などの支援を円滑に行うため、避難行動要支援者名

簿を作成しており、行政区や民生委員・児童委員、自主防災組織等の協力により、高齢者世帯

や障がいのある方など、支援の必要な方がいる世帯の状況把握に努めています。 

 

◆今後の方向性◆ 

継続して対象者のさらなる把握に努めるとともに、地域の見守りネットワーク体制の整備を

図ります。また、災害時においては、区長や民生委員・児童委員、自主防災組織、ボランティア

などと町が連携し、情報の収集や情報提供を行うとともに、安否確認、避難誘導、救助活動な

どが円滑に行われるよう、体制の整備促進に努めます。 

 

■実績と見込量                                             単位：人 

 実績 見込量 

年度 H３０年度 R 元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 

避難行動要支援者

個別計画登録者数 
１,０９３ １,０７３ １,０８０ １,０９０ １,１００ １,１２０ 

※R２年度は見込値 

 

 

②感染症対策 

◆事業の内容◆ 

新型コロナウイルス感染症をはじめとする感染症に対する対策として、町内介護サービス

事業者等において感染症対策の自主点検を促すとともに、感染者や濃厚接触者が発生した際

の速やかな情報共有ならびに関係機関との連携強化を推進します。 

 

◆今後の方向性◆ 

引き続き、介護サービスの提供が困難な状況でのサービス提供方法について関係機関と協

議し、対応を検討します。介護事業所等と連携し感染症対策について周知啓発するとともに、

埼玉県・本町・関係団体が連携した感染症発生時の支援・応援体制を構築し、利用者やその家

族が安心してサービスを受けることができるよう努めます。 
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③地域の見守り体制の充実 

◆事業の内容◆ 

ひとり暮らし高齢者や高齢者のみの世帯などを対象に、町社会福祉協議会から委嘱を受け

た福祉協力員による定期的な訪問や、地域住民による「お年寄り世帯見守りたい員」がさりげ

ない見守り活動を行っています。 

また、関係機関との連携強化により、認知症高齢者の早期発見、早期保護等、地域の見守り

体制のさらなる充実を図ります。 

 

 

●いな見守り ONE TEAM 事業 

認知症等により日常的に外出時の見守り支援等が必要な高齢者又は障がい者等（以下「外

出時見守り対象者」という。）が行方不明となった場合に、早期発見につなげられるよう支援

体制の構築を図るため、次の３つの事業を一体的に実施しています。 

 

 

１：高齢者等見守りネットワーク事業 

無料通信アプリ「LINE」を活用し、『伊奈町福祉課公式アカウント』を運用しています。この

アカウントへ「友だち登録」することにより、外出時見守り対象者が行方不明となった場合、福

祉課からＬＩＮＥを通じて捜索・情報提供に関する協力依頼の通知が発信されます。 

その通知を受けた方に、日常生活を送るなかで可能な限り、行方不明者の捜索・情報提供

に協力いただくとともに、行方不明者を発見した場合や行方不明者と思われる方を発見した

場合は、LINE を通じて福祉課へ情報提供をお願いするものです。 

 

２：高齢者等見守りシール交付事業 

外出時見守り対象者に、洋服や持ち物に貼ることのできるＱＲコードを印字したラベル・シ

ール４０枚を無料交付しています。（初回のみ） 

外出時見守り対象者が行方不明となった場合、発見者が洋服等に貼ってあるＱＲコードを

携帯電話・スマートフォン等で読み取ることにより、発見者と家族との間でインターネットを通

じて連絡が取れるようになるシステムです。 

 

３：高齢者等 GPS 機器導入補助金交付事業 

外出時、見守り対象者がＧＰＳ機器を持ち歩くことにより、行方不明になった場合でも、その

介護者が位置情報を確認することができるもので、GPS位置情報システムを導入する際の初

期導入経費やその手数料に対し、７,０００円（１人１回限り）を上限として補助金を交付するも

のです。 

 

◆今後の方向性◆ 

高齢化に伴い、今後ますます近隣住民や地域全体での見守り体制整備が必要となります。

継続して、お年寄り世帯見守りたい員の加入促進に向けた啓発を行い、地域での支え合いの

構築に努めます。 
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■実績と見込量                                             単位：人 

 実績 見込量 

年度 H３０年度 R 元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 

お年寄り世帯 

見守りたい員数 
６４８ ７１６ ７７０ ８２０ ８７０ ９２０ 

外出時要支援者見

守りシール交付数 
－ － ３ ５ ５ ５ 

見守り用 GPS 

購入補助 
－ － １ ３ ３ ３ 

※R２年度は見込値 

 

④民生委員・児童委員活動との連携 

◆事業の内容◆ 

厚生労働大臣の委嘱を受けている民生委員・児童委員は、ひとり暮らしの高齢者等に対す

る援護活動や相談・助言活動等、社会奉仕の精神をもって地域福祉の向上に向けた様々な取

組を行っています。民生委員・児童委員は、行政と地域住民のパイプ役として、果たす役割は

ますます増しています。 

 

◆今後の方向性◆ 

引き続き、民生委員・児童委員と連携し、支え合い体制の充実を図ります。 

 

 

（２）認知症支援の充実 

①認知症理解の普及・啓発 

◆事業の内容◆ 

認知症高齢者が安心して地域で暮らせるよう、家族や地域住民の認知症に対する理解を深

めるため、地域包括支援センターが中心となって認知症サポーターの養成や認知症家族支援、

啓発講座などの取組を行っています。 

 

◆今後の方向性◆ 

認知症高齢者をはじめ、若年性認知症の方等を地域全体で支えることができるよう、医療

機関とも連携を図りながら、認知症に対する理解を深めるための普及・啓発を推進します。 

 

■実績と見込量                                             単位：人 

 実績 見込量 

年度 H３０年度 R 元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 

認知症サポーター数 ２,７０１ ３,２４２ ３,７００ ４,２００ ４,７００ ５,２００ 

※R２年度は見込値 
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②認知症予防の体制整備 

◆事業の内容◆ 

認知症の早期診断・早期対応に向け、医療及び福祉に関する専門職で構成された、認知症

初期集中支援チームや認知症地域支援推進員が中心となって、医療機関や介護サービス及び

支援機関の連携を図る体制整備を進め、当事者やその家族を支援する相談業務等を行いま

す。 

 

◆今後の方向性◆ 

高齢者の増加に伴い、認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症の疑いがある場

合の相談先の周知を図り、相談支援の取組を推進します。 

 

③認知症ケアパスの周知 

◆事業の内容◆ 

認知症ケアパスとは、認知症のご本人及びご家族に対して、症状の進行に合わせて必要な

医療・介護サービス、受けられる医療・介護サービス等を、具体的な機関名やケア内容ととも

に紹介する事業で、認知症のご本人及びご家族の不安を解消し、在宅で健全に暮らし続ける

ための支援となることを目的としています。 

 

◆今後の方向性◆ 

認知症になっても安心して暮らせるよう、認知症ケアパスを活用し、認知症ケアの向上を図

ります。 

 

 

（３）生活支援体制の整備 

①担い手の育成 

◆事業の内容◆ 

地域での暮らしを円滑に続けていくためには、日常生活でのちょっとした困りごとに対して、

周囲からの様々な支援があることが大切です。このため、NPO 法人や地域住民による活動と

連携しつつ、地域で高齢者を支援する担い手を育成し、生活支援体制の構築を図っています。 

 

◆今後の方向性◆ 

地域支え合い推進員である生活支援コーディネーターを中心に、助け合い活動をともに創

出・充実する組織（生活支援体制整備協議体及び構成員）がコーディネーターをサポートし、互

助を中心とした地域づくりを住民主体で進めていきます。 
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②ボランティアセンターの充実 

◆事業の内容◆ 

ボランティアセンターは町社会福祉協議会に設置され、ボランティア活動支援の拠点として、

ボランティアコーディネーターを中心に相談、情報提供、ボランティアの育成、支援等のボラン

ティア活動をサポートする事業を行っています。 

 

◆今後の方向性◆ 

パンフレットやボランティア情報誌の発行、広報・ホームページ等の各種メディアを通じて、

ボランティア活動内容の紹介や参加方法の周知徹底を図り、ボランティア活動への参加促進

を図り、人材の育成を進めます。 

また、ボランティアセンターが中心となって、ボランティア情報の収集・発信、町内外のボラ

ンティア団体の連携促進を図り、地域福祉を推進します。 

 

■ボランティア団体の現状 実績と見込量                      単位：団体、人、回 

 実績 見込量 

年度 H３０年度 R 元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 

登録団体数 １４ １５ １４ 14 15 16 

登録個人数 １２２ １２６ １１５ １15 １20 １25 

活動回数 １,６１４ １,６６４ 215 １,60０ １,65０ １,700 

※R２年度は見込値 

 

■ボランティア人材育成の現状 実績と見込量                       単位：個、人 

 実績 見込量 

年度 H３０年度 R 元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 

ボランティア 

体験プログラム 

メニュー数 １７ １８ ０ １８ １８ １８ 

参加者数 １０６ ９３ ０ １００ １１０ １２０ 

ボランティア 

講習会・研修会 

メニュー数 １ ２ ２ ２ ２ ２ 

参加者数 １１ １９ ２０ ２５ ３０ ３５ 

福祉教育の推進 
メニュー数 ２ ２ ２ ２ ２ ２ 

参加者数 １９ ２６ ２３ ２５ ３０ ３５ 

※R２年度は見込値 

※Ｒ２年度のボランティア体験プログラムは、新型コロナウイルス感染症の影響により未開催 
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③在宅生活支援の充実 

◆事業の内容◆ 

令和元年１０月から開始しているふれあい収集事業では、高齢者や障がい者等で、自らごみ

を集積所に持ち出すことが困難かつ、身近な人の協力を得られない方を対象に、戸別訪問に

よるごみの収集を無料で行っています。また同時に、収集時に声掛け等による安否確認を行

うことで、在宅福祉の向上を図るとともに、利用者の社会的孤立を防止することを目的として

います。 

 

◆今後の方向性◆ 

生活上の支援が必要な高齢者のニーズ把握に努め、より効果的な事業を展開するための体

制の整備をしています。 

 

■実績と見込量                                             単位：人 

 実績 見込量 

年度 H３０年度 R 元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 

利用者数 － １１ ３０ ５０ ６０ ７０ 

※R２年度は見込値 
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第５節 やさしいまちづくり 

（１）権利擁護 

①権利擁護についての理解と周知 

◆事業の内容◆ 

認知症等により判断能力が十分でなくなると、介護保険サービスや福祉サービスが適切に選

択できない、金銭管理等が困難になる、高齢者に対する虐待や悪質な事業者による消費トラブ

ル及び振り込め詐欺等の被害を受ける危険性が増加するなど、さまざまな問題が起こる可能性

があります。 

このような問題を解消し、判断能力が低下しても地域で安心して暮らし続けるために、成年

後見制度をはじめとした権利擁護の支援があります。 

そのため、権利擁護についての正しい理解と周知を推進し、必要なときに権利擁護の支援

を利用するという意識を醸成するため、本事業で取り組んでいきます。 

また、認知症高齢者等が不当な扱いを受けないよう、認知症高齢者等の日常的な金銭管理

等を、町社会福祉協議会が「福祉サービス利用援助事業」として実施しています。 

 

◆今後の方向性◆ 

事業の一層の充実を図るとともに、福祉サービス利用援助事業については、社会福祉協議

会で周知・啓発していきます。 

 

②虐待防止 

◆事業の内容◆ 

広く町民に対し、高齢者虐待防止に関する意識啓発をする事業を行っています。 

また、高齢者虐待に関する相談・助言のための窓口を設置し、通報を受けた際には、相談・

助言を行うとともに、必要に応じて立ち入り調査等、高齢者の身体及び生命の安全を確保す

るための迅速な対応を行うなど、虐待防止に向けた様々な取組を行っています。 

 

◆今後の方向性◆ 

地域包括支援センターと連携し支援体制の強化を図るとともに、高齢者虐待についての情

報収集、適切な対応のために、各種関係機関との連携を図ります。 

 

③成年後見制度活用のための支援 

◆事業の内容◆ 

認知症をはじめとした判断能力が十分でない方を対象として、財産管理や契約締結におい

て不利益な契約を締結しないよう、法律面や生活面で支援し、本人の財産や生命及び権利を

保護するための、成年後見制度の活用を支援する事業です。 
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◆今後の方向性◆ 

成年後見制度について、広報紙等を通じて広く制度の周知・啓発を行い、成年後見制度の

利用が必要な事例を早期に発見し迅速な対応が図れるよう、町社会福祉協議会や地域包括支

援センター等関係機関との連携をするとともに、成年後見制度に係る経費の一部について助

成する制度の利用が図られるよう、周知・啓発に努めます。また、専門職による専門的助言等

の支援や地域連携ネットワークのコーディネート等を担う機関である中核機関を新たに設置

し、地域の権利擁護支援・成年後見制度利用促進に努めます。 

 

 

（２）環境整備 

①公共施設のバリアフリー化の推進 

◆事業の内容◆ 

段差の解消等公共施設のバリアフリー化を進め、高齢者をはじめとするすべての世代の方

が安心して利用できる環境整備を行うものです。また、ニューシャトル駅舎にエレベーターの

設置を進め、平成３１年３月には伊奈中央駅にエレベーターを設置しました。 

 

◆今後の方向性◆ 

引き続き、高齢者が快適かつ安心して出かけられる環境を整備するため、段差解消などの

道路整備や公共施設にスロープ等を設置するなど、「埼玉県福祉のまちづくり条例」に基づき、

高齢者が利用しやすい施設整備を推進します。また、高齢者の日常的な外出行動に配慮し、安

全で快適な環境整備に取り組むこととともに、施設等の整備のみならず、ルールの遵守によ

る安全性・快適性の確保についても取り組みます。 

 

 

②交通網の充実 

◆事業の内容◆ 

町内循環バス「いなまる」の運行など、高齢者が町内の移動をしやすい環境づくりを進める

ため、町内の交通網の充実を図る事業です。 

現在、高齢者等の移動手段の確保と公共施設利用等の利便性を確保するため、町内循環バ

ス「いなまる」を北循環、南循環の２ルートで運行しています。令和元年１１月に利便性の向上

を図るため、運行ルートの見直し及び運行時間の延長を行いました。また、７０歳以上の高齢

者の運賃は無料としています。 

 

◆今後の方向性◆ 

引き続き、高齢者等に配慮し、誰もが町内を移動しやすい環境づくりに努めます。また、民間

バス事業者に対しては路線や運行本数の充実等を要請し、地域公共交通の充実に努めます。 
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第５章 介護保険事業計画 

第１節 介護保険事業推進のための前提 

（１）日常生活圏域の設定 

日常生活圏域とは、高齢者が住み慣れた地域において安心して日常生活を営むことができ

るようにするための基盤となる圏域のことです。本町においては、地理的条件、人口、交通、

その他の社会的条件、施設の整備状況などを総合的に勘案して、町全体を１圏域と設定して

きましたが、今後の高齢者人口の増加に対応するため、日常生活圏域を１圏域から２圏域体制

とする予定です。 

高齢者の心身の健康維持、保健・医療・福祉の向上、生活の安定のために必要な援助や支援

を包括的に行う「地域包括支援センター」を設置し、相談を受け付ける体制を整えるため、今

後、２圏域体制を進めるにあたり、地域包括支援センターを新たに１箇所設置する予定です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

県道 上尾・蓮田線 

伊奈町役場 

伊奈中央駅 

丸山駅 

志久駅 

羽貫駅 

内宿駅 

南部地区 

中・北部地区 

圏域予定図 

圏域の境界線 

ＪＲ上越新幹線 

ＪＲ東北新幹線 

埼玉新都市交通伊奈線 
（ニューシャトル） 



第５章 介護保険事業計画 

  -70-  

（２）地域包括支援センターの機能強化 

①地域包括支援センターの位置づけ 

地域包括支援センターは、地域における総合的な保健医療の向上及び福祉の増進を図り、

高齢者を地域で支えるシステムを構築していく中核的な機関として位置づけられています。

本町では日常生活圏域を１圏域として、平成１９年度より町社会福祉協議会に委託しています。

なお、本センターには、基準で定められた３職種（介護支援専門員、看護師、社会福祉士）の職

員を配置しています。今後、日常生活圏域を１圏域から２圏域体制とするにあたり、地域包括

支援センターを新たに 1 箇所設置し、機能強化を図ります。 

 

②地域包括支援センターの業務 

地域包括支援センターでは、介護予防ケアマネジメントや総合相談及び包括的支援事業並

びに町の指定を受けて行う介護予防支援業務のほか、介護予防に関する普及啓発を行う事業、

家族介護を支援する事業など、地域における高齢者の生活を総合的に支援するための中核機

関として様々な事業を展開しています。 

 

 

③地域包括支援センターの機能の強化及び評価 

・業務量及び業務内容に応じた適切な人員配置 

地域包括支援センターは、町の高齢者人ロや相談件数、運営方針、業務に関する評価の結

果等を勘案し、業務量に見合った人員体制を確保します。また、保健師に準ずる者、社会福祉

士に準ずる者又は主任介護支援専門員に準ずる者を配置している場合には、それぞれ、保健

師、社会福祉士又は主任介護支援専門員の配置に取り組みます。 

 

・PDCA の充実による効果的な運営の継続 

地域包括支援センターは、継続的に安定した事業実施につなげるため、自らその実施する

事業の質の評価を行うことにより、その実施する事業の質の向上に努めます。また、町及び地

域包括支援センターは、地域包括支援センター運営協議会と連携し、定期的な点検を行い、地

域包括支援センターの運営に対して適切に評価を行うことに努めます。そのほか、高齢者やそ

の家族に生活上の様々な不安が生じた場合に、相談を受け、適切な機関につなぐ等の対応を

行う体制を整備するとともに、今後、認知症施策、在宅医療・介護連携に係る施策、生活支援・

介護予防サービスの基盤整備の推進等との連携が重要であることから、これらの事業を効果

的に推進するため、地域包括支援センター運営協議会の強化を図ります。 
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④地域包括支援センター運営協議会 

地域包括支援センター運営協議会は、地域包括支援センターにおける事業の適切な運営と

公平・中立性の確保を図るため設置されています。本運営協議会は、介護保険の被保険者を

代表する者、医療に従事する者、福祉に関する事業に従事する者、介護保険に関する事業に

従事する者及び識見を有する者によって構成されています。 
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第２節 地域支援事業 

地域支援事業は、高齢者が要支援・要介護状態になることを予防するとともに、要支援・要

介護状態になった場合においても、住み慣れた地域で自立した日常生活を送れるよう支援す

ることを目的としています。地域支援事業は、「介護予防・日常生活支援総合事業」、「包括的

支援事業」、「任意事業」で構成され、地域における包括的な相談及び支援体制、多様な主体の

参画による日常生活の支援体制、在宅医療と介護の連携体制及び認知症高齢者への支援体

制の構築等を一体的に推進します。 

 

（１）介護予防・日常生活支援総合事業 

従来の介護予防事業に合わせ、要支援者や基本チェックリストによる対象者に、状態像や意

向に応じて、介護予防、生活支援（配食、見守り等）、権利擁護、社会参加も含めて、市町村が

主体となって総合的で多様なサービスを提供する事業です。 

 

①訪問型サービス 

■サービスの内容 

介護予防を目的として、介護福祉士、訪問介護員（ホームヘルパー）などによって入浴、排せ

つ、食事の介護など、日常生活上の支援を行うサービスです。 

平成２９年度より、従来の介護予防訪問介護に相当するサービスのほか、掃除や洗濯など

の生活援助を緩和した基準で行う訪問型サービス A を実施しています。 

 

◆今後の方向性◆ 

高齢者の自立した生活を支援するため、多様なサービスの創設を検討します。 

 

■実績と見込量                                             単位：人 

区分 実績 見込量 

年度 H３０年度 R 元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 

利用延べ人数 592 670 888 948 996 1,044 

※R２年度は見込値 
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②通所型サービス 

■サービスの内容 

要支援者等に対し、機能訓練や集いの場など日常生活上の支援を提供します。 

平成２９年度より、従来の介護予防通所介護に相当するサービスのほか、提供時間や内容

の基準を緩和した新しい通所型サービスＡや短期間集中的に生活機能を改善するための通所

型サービスＣを実施しています。 

 

◆今後の方向性◆ 

高齢者の自立した生活を支援するため、多様なサービスの創設を検討します。 

 

■実績と見込量                                            単位：人 

区分 実績 見込量 

年度 H３０年度 R 元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 

利用延べ人数 1,142 1,275 1,800 1,908 2,016 2,112 

※R２年度は見込値 

③生活支援サービス 

今後も高齢化が進み、高齢者の単身世帯や夫婦のみの世帯、認知症高齢者はさらに増加す

ることが予測されます。こうしたことから日常生活で支援が必要な高齢者が地域で安心して

生活できるように、見守り等の生活支援が必要となっています。 

 

◆事業の内容◆ 

高齢者が地域において自立した生活を継続することができるよう、様々な支援をする事業

です。 

 

◆今後の方向性◆ 

事業を継続して実施するとともに、高齢者の自立した生活を支援するため、多様なサービ

スの創設を検討します。 

 

④介護予防ケアマネジメントの実施 

介護予防ケアマネジメントは、利用者に対して、介護予防及び生活支援を目的として、その

心身の状況、置かれているその他の状況に応じて、適切な事業が包括的かつ効率的に提供さ

れるよう、専門的視点から必要な援助を行います。 

 

■実績と見込量                                            単位：件 

区分 実績 見込量 

年度 H３０年度 R 元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 

作成延べ件数 1,142 1,308 1,474 1,640 1,806 1,972 

※R２年度は見込値 



第５章 介護保険事業計画 

  -74-  

 

⑤一般介護予防事業 

地域において、自主的に行われる介護予防活動を育成・支援し、高齢者がいきいきと活動

できるよう、全高齢者を対象として、介護予防事業を実施します。 

事業の対象や実施方法は異なりますが、連続的かつ一体的に実施されるよう、相互に緊密

な連携を図るよう努めます。 

 

ア 介護予防把握事業 

◆事業の内容◆ 

地域の実情に応じて収集した情報等の活用により、閉じこもり等の何らかの支援を要する

者を把握し、介護予防活動へつなげる事業です。 

 

◆今後の方向性◆ 

介護予防を必要とする高齢者の早期把握に努めます。 

 

 

イ 介護予防普及啓発事業 

◆事業の内容◆ 

介護予防に資するため、パンフレット等を活用した基本的な知識の普及啓発や介護予防に

関する講座を開催する事業です。 

 

●ロコラジさろん 

主に下半身の運動機能維持に効果のある「ロコモ体操」と、全身をバランスよく鍛える「ラジ

オ体操」を組み合わせた体操を、理学療法士指導のもとに実施するとともに、地域の交流の場

を提供することを目的としています。 

 

●ロコラジ体操サポーター養成講座 

町主催の「ロコラジさろん」でのサポートや各地域での体力づくりを目指し、「ロコラジ体操」

を指導・普及する方を養成しています。 

 

●いきいき脳力教室 

簡単な計算や音読などを行い、脳を活性化させ、認知症を予防することを目的としていま

す。 

 

◆今後の方向性◆ 

生活習慣病予防や介護予防、健康に関する正しい知識や、転倒予防についての知識に関す

る普及事業を実施し、介護予防の重要性についての意識啓発に努めます。 
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■実績と見込量                                             単位：人 

区分 実績 見込量 

年度 
H３０ 

年度 

R 元 

年度 

R２ 

年度 

R３ 

年度 

R４ 

年度 

R５ 

年度 

ロコラジさろん参加者（延べ人数） 45 126 0 160 170 180 

ロコラジ体操サポーター養成講座 16 13 10 20 20 20 

いきいき脳力教室参加者（延べ人数） 345 272 210 390 400 410 

※R２年度は見込値 

※R２年度のロコラジさろんは、新型コロナウイルス感染症の影響により未開催 

 

 

ウ 地域介護予防活動支援事業 

◆事業の内容◆ 

介護予防に関するボランティア等の人材養成のための研修や介護予防に資する地域活動

組織の育成・支援のための事業です。 

 

◆今後の方向性◆ 

地域活動組織等へ介護予防に対する取組の紹介や、介護予防に関するボランティア等の人

材育成の研修等を通じて、地域における自発的な介護予防に資する活動の育成・支援を行い

ます。 

 

 

エ 一般介護予防事業評価事業 

◆事業の内容◆ 

年度ごとに、事業評価指標に基づき事業評価を行う事業です。 

 

◆今後の方向性◆ 

年度ごとの事業評価指標を設定し、事業評価を実施し、介護予防事業については、効果的

かつ継続的な事業展開が図れるよう努めます。 

 

 

オ 地域リハビリテーション活動支援事業 

◆事業の内容◆ 

地域における介護予防の取組を機能強化するために、住民の通いの場等へ理学療法士等

を派遣し活動を支援します。 

 

◆今後の方向性◆ 

事業を継続して実施するとともに、効果的な支援を推進します。  
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（２）包括的支援事業 

地域の高齢者の実態把握、サービス等に関する相談支援のための対応、権利擁護のための

対応等、これまでの地域包括支援センターの運営のほか、「地域ケア会議」の充実を図るとと

もに、地域における高齢者の保健医療の向上や福祉の増進など、在宅医療と介護の連携や認

知症施策を推進する事業です。 

また、生活支援体制整備協議体と協力しながら、地域の様々な支え合い活動をつなげ組み

合わせる調整役である生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）の育成を推進しま

す。 

 

①地域包括支援センターの運営 

◆事業の内容◆ 

地域における様々な関係者とのネットワーク構築、ネットワークを通じた高齢者の心身の状

況や家庭環境等についての実態把握、サービスに関する情報提供等の初期相談対応や、継続

的・専門的に権利擁護の観点からの対応が必要な方への支援を行う事業です。 

 

◆今後の方向性◆ 

ケアマネジメント支援の効果的な実施のため「地域ケア会議」の充実を図ります。 

 

■実績と見込量                                          単位：回、件 

区分 実績 見込量 

年度 H３０年度 R 元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 

地域ケア会議開催回数 １２ １１ １０ １２ １２ １２ 

総合相談件数 １,２０７ ９６４ １,０８６ １,１００ １,１１０ １,１２０ 

うち権利擁護相談件数 ３６ ６０ ４８ ５３ ５８ ６３ 

※R２年度は見込値 

 

 

②在宅医療・介護連携推進事業 

◆事業の内容◆ 

住み慣れた地域で自分らしい暮らしを継続できるよう、在宅医療と介護を一体的に提供す

るために、医療機関と介護事業者、その他の関係者の連携を推進する事業です。 

 

◆今後の方向性◆ 

在宅医療・介護連携推進協議会において課題の解決策を検討し、提供体制の構築推進を図

ります。 
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③認知症施策推進事業 

◆事業の内容◆ 

認知症の早期診断・早期対応に向け、医療及び福祉に関する専門職で構成された認知症初

期集中支援チームが、早期に認知症の鑑別判断を行い、速やかに適切な医療・介護等を受け

られるよう、初期の支援を包括的・集中的に行う事業です。 

 

◆今後の方向性◆ 

認知症の方が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう、認知症の早期診断・早期

治療ができるよう、かかりつけ医と連携しながら適切な治療や介護サービスにつなげ、当事

者の自立生活のサポートを行います。 

 

■実績と見込量                                             単位：人 

区分 実績 見込量 

年度 H３０年度 R 元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 

認知症初期集中支援 

対象者 
３ １ ０ ２ ２ ２ 

※R２年度は見込値 

 

④生活支援体制整備事業 

◆事業の内容◆ 

高齢者の生活支援・介護予防サービスの体制整備を推進していくことを目的として、日常生

活の支援及び介護予防に係る体制の整備その他のこれらを促進する事業です。 

 

◆今後の方向性◆ 

生活支援体制整備協議体と生活支援コーディネーターを中心に、支え合いの仕組みづくり

を進めるとともに、まちづくりを考える住民向け会議の開催やボランティア育成（担い手）な

どを実施し、支え合いのまちづくりに取り組みます。 

 

（３）任意事業 

任意事業は、介護給付等の費用適正化、家族介護支援に資する事業などを実施します。 

 

①介護給付等費用適正化事業 

◆事業の内容◆ 

介護サービスがその目的に対して適切に提供されているか、また、不適正、不正な介護サー

ビスがないかといった観点から介護給付の適正化を図るための事業です。 

本町においては、ケアプランの点検や医療情報との突合・縦覧点検を実施するとともに、介

護サービスの利用者に対する介護給付費の通知を行っています。  
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◆今後の方向性◆ 

個別のケアプランの内容についての点検・評価、介護給付適正化システム等の活用によって

効果に疑問のあるサービス提供や不適正、不正な事例がないかをチェックし、給付の適正化を

図るための指導等を実施します。 

 

 

②家族介護継続支援事業 

◆事業の内容◆ 

介護による家族の身体的、精神的負担を軽減するための事業です。要介護高齢者を介護す

る家族等が、介護の知識・技術を習得し、介護に関する悩みを語り合い相互の交流を深め、リ

フレッシュする場を提供する「介護者学習交流会」を実施します。 

 

◆今後の方向性◆ 

「介護者学習交流会」の周知・啓発を行い、参加者の増加を図り家族介護者を支援します。 

 

■実績と見込量                                          単位：回、人 

区分 実績 見込量 

年度 H３０年度 R 元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 

介護者 

学習交流会 

開催回数 ４ ３ ４ ４ ４ ４ 

参加者数 ４３ ４１ ４２ ４２ ４２ ４２ 

※R２年度は見込値 

 

③その他事業 

介護保険事業の運営の安定化及び被保険者の地域における自立した日常生活の支援のた

めの必要な事業を実施するものです。 

 

ア 成年後見制度利用支援事業 

◆事業の内容◆ 

認知症をはじめとした判断能力の十分でない方の権利や財産の保全を図るため、町内在住

の高齢者に係る成年後見制度の申立て費用の一部を補助する事業です。 

 

◆今後の方向性◆ 

成年後見制度の周知に努めるとともに、関係機関と連携して制度利用の支援を行い、制度

の活用に努めます。また、専門職による専門的助言等の支援や地域連携ネットワークのコーデ

ィネート等を担う機関である中核機関を新たに設置し、地域の権利擁護支援・成年後見制度

利用促進に努めます。 
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イ 認知症サポーター等養成事業 

◆事業の内容◆ 

認知症になっても安心して暮らせる地域づくりのため認知症の方と家族への応援者である

認知症サポーターを養成します。 

 

◆今後の方向性◆ 

認知症サポーター養成講座等を通じ、地域における認知症について正しく理解する方を増

やせるように、周知、啓発をしていきます。 

 

■実績と見込量                                          単位：回、人 

区分 実績 見込量 

年度 H３０年度 R 元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 

認知症サポー

ター養成講座 

開催回数 ５ ４ ３ ７ ７ ７ 

参加者数 ３１６ ２４９ 290 ３００ ３００ ３００ 

※R２年度は見込値 

 

ウ 地域自立生活支援事業 

◆事業の内容◆ 

高齢者が地域において自立した生活を継続することができるように、様々な支援をする事

業です。本町においては、地域自立生活支援事業として、高齢者が低栄養状態に陥ったり自立

した生活を継続することが困難になったりすることを防ぐため、食事を調達することが困難

な高齢者に対して配食事業を実施します。 

 

◆今後の方向性◆ 

事業を継続して実施するとともに、配食の際に高齢者の安否確認を行い、見守り活動を充

実していきます。 

 

■実績と見込量                                             単位：食 

区分 実績 見込量 

年度 H３０年度 R 元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 

配食サービス提供食数 １,２７８ ３,４１７ 4,100 4,800 5,500 6,200 

※R２年度は見込値 
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第３節 介護給付・予防給付サービス 

介護給付サービスとは、要介護と認定された方に対し、日常生活上必要な介護を提供する

サービスです。自宅での生活を続けながら利用する居宅サービスと特別養護老人ホーム等に

入所して利用する施設サービスがあります。 

また、予防給付サービスは、介護認定で要支援と認定された高齢者に対し、状態の軽減、悪

化の防止に資するサービスを提供するものです。サービスの利用にあたっては、介護予防ケア

プランに基づきサービス提供を行っています。 

 

（１）居宅サービス 

できる限り住み慣れた地域で生活ができるよう、要介護認定者に対し、ケアプランに基づい

た居宅サービスを提供しています。要介護認定者数及びサービス利用量は年々増加してきて

おり、今後も増加が見込まれることから、ニーズに応じた提供体制の確保が必要です。 

 

①訪問介護 

■サービスの内容 

介護福祉士、訪問介護員（ホームヘルパー）などによって入浴、排せつ、食事等の介護など、

日常生活上の支援を行うサービスです。 

 

■実績と見込量                                             単位：人 

区分 実績 見込量 

年度 
H３０ 

年度 

R 元 

年度 

R２ 

年度 

R３ 

年度 

R４ 

年度 

R５ 

年度 

訪問介護 利用延べ人数 1,925 1,914 1,824 1,968 ２,076 ２,220 

※Ｒ２年度は見込値 

 

②介護予防訪問入浴介護・訪問入浴介護 

■サービスの内容 

入浴が困難な方の居宅を訪問し、浴槽を提供して入浴介護を行うサービスです。 

 

■実績と見込量                                             単位：人 

区分 実績 見込量 

年度 
H３０ 

年度 

R 元 

年度 

R２ 

年度 

R３ 

年度 

R４ 

年度 

R５ 

年度 

介護予防訪問入浴介護 利用延べ人数 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

訪問入浴介護 利用延べ人数 １１1 １０0 96 132 144 144 

※Ｒ２年度は見込値 
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③介護予防訪問看護・訪問看護 

■サービスの内容 

主治医が治療の必要性を認めた場合、看護師などが家庭を訪問して療養生活の支援又は

必要な診療補助を行うサービスです。 

■実績と見込量                                             単位：人 

区分 実績 見込量 

年度 
H３０ 

年度 

R 元 

年度 

R２ 

年度 

R３ 

年度 

R４ 

年度 

R５ 

年度 

介護予防訪問看護 利用延べ人数 １０8 ７7 84 84 96 96 

訪問看護 利用延べ人数 ７40 818 912 996 1,056 1,116 

※Ｒ２年度は見込値 

 

④介護予防訪問リハビリテーション・訪問リハビリテーション 

■サービスの内容 

主治医が治療の必要性を認めた場合、居宅において理学療法、作業療法その他必要なリハ

ビリテーションを提供するサービスです。 

■実績と見込量                                             単位：人 

区分 実績 見込量 

年度 
H３０ 

年度 

R 元 

年度 

R２ 

年度 

R３ 

年度 

R４ 

年度 

R５ 

年度 

介護予防訪問 

リハビリテーション 
利用延べ人数 １１8 119 120 132 132 144 

訪問 

リハビリテーション 
利用延べ人数 805 ８41 ８64 936 996 1,044 

※Ｒ２年度は見込値 

 

⑤介護予防居宅療養管理指導・居宅療養管理指導 

■サービスの内容 

医師、歯科医師、薬剤師、歯科衛生士、管理栄養士等が居宅を訪問し、療養上の管理と指導

を行うサービスです。 

■実績と見込量                                             単位：人 

区分 実績 見込量 

年度 
H３０ 

年度 

R 元 

年度 

R２ 

年度 

R３ 

年度 

R４ 

年度 

R５ 

年度 

介護予防 

居宅療養管理指導 
利用延べ人数 73 89 96 96 120 120 

居宅療養管理指導 利用延べ人数 1,357 1,387 1,596 1,776 1,908 ２,040 

※Ｒ２年度は見込値 
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⑥通所介護 

■サービスの内容 

デイサービスセンターなどに通う方に対して、入浴、排せつ、食事等の介護などの日常生活

上の支援や介護、生活等に関する相談・助言、健康状態の確認と機能訓練を提供するサービ

スです。 

■実績と見込量                                             単位：人 

区分 実績 見込量 

年度 
H３０ 

年度 

R 元 

年度 

R２ 

年度 

R３ 

年度 

R４ 

年度 

R５ 

年度 

通所介護 利用延べ人数 ３,041 ３,222 ３,372 ３,612 3,852 ４,104 

※Ｒ２年度は見込値 

 

⑦介護予防通所リハビリテーション・通所リハビリテーション 

■サービスの内容 

主治医が治療の必要性を認めた場合、介護老人保健施設や病院・診療所に通う方に対して、

心身の機能の維持・回復を図り、日常生活の自立を助けるために行われる理学療法、作業療

法その他のリハビリテーションを提供するサービスです。 

■実績と見込量                                             単位：人 

区分 実績 見込量 

年度 
H３０ 

年度 

R 元 

年度 

R２ 

年度 

R３ 

年度 

R４ 

年度 

R５ 

年度 

介護予防通所 

リハビリテーション 
利用延べ人数 ５39 652 672 720 756 792 

通所 

リハビリテーション 
利用延べ人数 1,432 1,479 1,500 1,608 1,716 1,812 

※Ｒ２年度は見込値 
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⑧介護予防短期入所生活介護・短期入所生活介護 

■サービスの内容 

特別養護老人ホーム等に短期間入所して、その施設で、入浴、排せつ、食事等の介護などの

日常生活上の支援及び機能訓練を提供するサービスです。 

■実績と見込量                                             単位：人 

区分 実績 見込量 

年度 
H３０ 

年度 

R 元 

年度 

R２ 

年度 

R３ 

年度 

R４ 

年度 

R５ 

年度 

介護予防 

短期入所生活介護 
利用延べ人数 26 19 24 24 ２4 ２4 

短期入所生活介護 利用延べ人数 ９38 966 960 1,044 1,116 1,200 

※Ｒ２年度は見込値 

 

⑨介護予防短期入所療養介護・短期入所療養介護 

■サービスの内容 

介護老人保健施設や介護療養型医療施設等に短期間入所する方に対して、介護・機能訓練

の必要な医療や日常生活上の支援を提供するサービスです。 

■実績と見込量                                             単位：人 

区分 実績 見込量 

年度 
H３０ 

年度 

R 元 

年度 

R２ 

年度 

R３ 

年度 

R４ 

年度 

R５ 

年度 

介護予防 

短期入所療養介護 
利用延べ人数 １ １ 0 12 12 12 

短期入所療養介護 利用延べ人数 １７2 163 １44 １56 １６８ １６８ 

※Ｒ２年度は見込値 

 

⑩介護予防福祉用具貸与・福祉用具貸与 

■サービスの内容 

心身の機能が低下して日常生活に支障がある方の自立を支援するための福祉用具や、機能

訓練のための福祉用具を貸し出すサービスです。 

■実績と見込量                                             単位：人 

区分 実績 見込量 

年度 
H３０ 

年度 

R 元 

年度 

R２ 

年度 

R３ 

年度 

R４ 

年度 

R５ 

年度 

介護予防 

福祉用具貸与 
利用延べ人数 690 779 ８88 ９48 1,020 1,092 

福祉用具貸与 利用延べ人数 4,033 4,416 4,692 ５,076 5,436 5,784 

※Ｒ２年度は見込値 
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⑪特定介護予防福祉用具購入・特定福祉用具購入 

■サービスの内容 

住み慣れた自宅で自立した生活ができるよう、排せつや入浴に使われる用具を購入した場

合に、その費用の一部を支給するサービスです。 

■実績と見込量                                             単位：人 

区分 実績 見込量 

年度 
H３０ 

年度 

R 元 

年度 

R２ 

年度 

R３ 

年度 

R４ 

年度 

R５ 

年度 

特定介護予防 

福祉用具購入 
利用延べ人数 ２６ ２３ 72 72 72 84 

特定福祉用具購入 利用延べ人数 ７０ ８７ 108 120 120 144 

※Ｒ２年度は見込値 

 

⑫介護予防住宅改修・居宅介護住宅改修 

■サービスの内容 

転倒防止や自立しやすい生活環境を整えるため、段差の解消や手すりの取り付け、引き戸

などへの扉の取り替え等小規模な一定種類の住宅改修にかかわる費用の一部を支給するサ

ービスです。 

■実績と見込量                                             単位：人 

区分 実績 見込量 

年度 
H３０ 

年度 

R 元 

年度 

R２ 

年度 

R３ 

年度 

R４ 

年度 

R５ 

年度 

介護予防住宅改修 利用延べ人数 ４０ ２６ ３6 ３6 ３6 ３6 

居宅介護住宅改修 利用延べ人数 ５７ ７８ ９6 １08 １08 １20 

※Ｒ２年度は見込値 
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⑬介護予防特定施設入居者生活介護・特定施設入居者生活介護 

■サービスの内容 

特定施設（有料老人ホーム等）に入居している方に対して、入浴、排せつ、食事等の介護など

の日常生活上の支援、機能訓練及び療養生活の支援を行うサービスです。 

■実績と見込量                                             単位：人 

区分 実績 見込量 

年度 
H３０ 

年度 

R 元 

年度 

R２ 

年度 

R３ 

年度 

R４ 

年度 

R５ 

年度 

介護予防特定施設

入居者生活介護 
利用延べ人数 34 35 36 36 48 60 

特定施設 

入居者生活介護 
利用延べ人数 ４27 457 528 636 744 852 

※Ｒ２年度は見込値 

 

⑭介護予防支援・居宅介護支援 

■サービスの内容 

介護サービスの適切な利用ができるよう、利用者、家族等に各種サービスの情報の提供を

行い、ケアプランを作成するとともに、計画に基づくサービスが適切に提供されるようにサー

ビス提供事業所との連絡調整、実施状況の把握・評価等を行うサービスです。 

■実績と見込量                                             単位：人 

区分 実績 見込量 

年度 
H３０ 

年度 

R 元 

年度 

R２ 

年度 

R３ 

年度 

R４ 

年度 

R５ 

年度 

介護予防支援 利用延べ人数 1,276 １,403 １,476 １,572 １,668 １,740 

居宅介護支援 利用延べ人数 ７,113 ７,258 ７,344 ７,860 8,388 8,868 

※Ｒ２年度は見込値 

 

◇居宅サービスにおける今後の方向性◇ 

居宅サービスは、サービスの利用量が年々増加しているなかで、その増加に対応できるよ

うに提供体制の確保とサービスの質の向上に努めながら、広域的にサービス供給量を見込ん

でいます。今後も適正にサービスが提供されるよう努めます。 
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（２）施設サービス 

施設サービスには、「介護老人福祉施設サービス」、「介護老人保健施設サービス」、「介護療

養型医療施設サービス」、「介護医療院」の４種類があり、施設サービス計画に基づき入浴、排

せつ、食事等の介護や機能訓練を提供するサービスです。介護老人福祉施設サービスは原則

として要介護３以上、その他の施設は要介護１以上の方が対象です。 

また、本町及び周辺地域の有料老人ホームやサービス付き高齢者住宅の新規開設は、施設

サービスの需要に影響を与えることが考えられるため、都道府県・近隣自治体間での情報連

携を強化し、施設サービスの整備計画等に反映していく必要があります。 

 

①介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

■サービスの内容 

常時介護を要する入所者に、施設サービス計画に基づき入浴、排せつ、食事等の日常生活

の介護のほか、機能訓練、療養生活の支援などを提供するサービスです。 

なお、本町には令和２年１０月現在で、４か所（４１９床）の施設が整備されています。 

 

■実績と見込量                                             単位：人 

区分 実績 見込量 

年度 
H３０ 

年度 

R 元 

年度 

R２ 

年度 

R３ 

年度 

R４ 

年度 

R５ 

年度 

介護老人福祉施設

（特別養護老人ホーム） 
利用延べ人数 2,261 2,346 2,544 2,640 2,736 2,832 

※Ｒ２年度は見込値 

 

②介護老人保健施設（老人保健施設） 

■サービスの内容 

施設サービス計画に基づき、入所している方に看護、医学的管理下での介護、機能訓練そ

の他必要な医療、日常生活上の支援を提供するサービスです。 

なお、本町には令和２年１０月現在で、１か所（１５０床）の施設が整備されています。 

 

■実績と見込量                                             単位：人 

区分 実績 見込量 

年度 
H３０ 

年度 

R 元 

年度 

R２ 

年度 

R３ 

年度 

R４ 

年度 

R５ 

年度 

介護老人保健施設

（老人保健施設） 
利用延べ人数 1,157 1,216 1,140 1,176 1,212 1,248 

※Ｒ２年度は見込値 
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③介護療養型医療施設（療養型病床・病院等） 

■サービスの内容 

介護療養型医療施設に入所（入院）している方に、施設サービス計画に基づき療養上の管理、

看護、医学的管理の下における介護、機能訓練、その他必要な医療を提供するサービスです。 

なお、本町には、当該施設はありません。 

■実績と見込量                                             単位：人 

区分 実績 見込量 

年度 
H３０ 

年度 

R 元 

年度 

R２ 

年度 

R３ 

年度 

R４ 

年度 

R５ 

年度 

介護療養型医療施設

（療養型病床・病院等） 
利用延べ人数 2 ０ 0 0 0 0 

※Ｒ２年度は見込値 

 

④介護医療院 

■サービスの内容 

介護療養病床の医療機能を維持し、生活施設としての機能を兼ね備えた施設です。（平成

30 年４月より開始） 

なお、本町には、当該施設はありません。 

■実績と見込量                                             単位：人 

区分 実績 見込量 

年度 
H３０ 

年度 

R 元 

年度 

R２ 

年度 

R３ 

年度 

R４ 

年度 

R５ 

年度 

介護医療院 利用延べ人数 ０ ０ 0 12 24 36 

※Ｒ２年度は見込値 

 

◇施設サービスにおける今後の方向性◇ 

現在、本町には、特別養護老人ホームが４か所、老人保健施設が１か所ありますが、今後の

整備については、介護離職の問題や在宅医療における追加需要等を考慮し、必要に応じ検討

をしていきます。 
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（３）地域密着型サービス 

地域密着型サービスは、要介護者が住み慣れた地域で暮らし続けられるよう、身近な市町

村で提供されるサービスです。サービスの基盤整備は、市町村単位で行われ、基本的には当

該市町村に居住する住民のみが利用可能となります。 

 

①定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

■サービスの内容 

要介護高齢者の在宅生活を支えるため、定期的な巡回や随時通報により、日中・夜間を通

じて、訪問介護と訪問看護が密接に連携しながら、短時間の定期巡回型訪問と随時の対応を

行うサービスです。 

■実績と見込量                                             単位：人 

区分 実績 見込量 

年度 
H３０ 

年度 

R 元 

年度 

R２ 

年度 

R３ 

年度 

R４ 

年度 

R５ 

年度 

定期巡回・随時対応

型訪問介護看護 
利用延べ人数 ２２ １７ １2 24 24 24 

※Ｒ２年度は見込値 

 

②夜間対応型訪問介護 

■サービスの内容 

夜間において定期的な巡回訪問、若しくは通報を受けて、介護福祉士などによって入浴、排

せつ、食事等の介護などの日常生活上の支援を提供するサービスです。 

■実績と見込量                                             単位：人 

区分 実績 見込量 

年度 
H３０ 

年度 

R 元 

年度 

R２ 

年度 

R３ 

年度 

R４ 

年度 

R５ 

年度 

夜間対応型訪問介護 利用延べ人数 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

※Ｒ２年度は見込値 
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③介護予防認知症対応型通所介護・認知症対応型通所介護 

■サービスの内容 

認知症の方を対象に、デイサービスセンターなどの施設に通う方に対して、入浴、排せつ、

食事等の介護などの日常生活上の支援と機能訓練を提供するサービスです。 

■実績と見込量                                             単位：人 

区分 実績 見込量 

年度 
H３０ 

年度 

R 元 

年度 

R２ 

年度 

R３ 

年度 

R４ 

年度 

R５ 

年度 

介護予防認知症 

対応型通所介護 
利用延べ人数 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

認知症 

対応型通所介護 
利用延べ人数 ０ 3 0 12 12 12 

※Ｒ２年度は見込値 

 

④介護予防小規模多機能型居宅介護・小規模多機能型居宅介護 

■サービスの内容 

小規模でかつ「通い」、「訪問」、「泊まり」などの機能を利用者の視点に立って複合的に組み

合わせ、居宅又はサービスの拠点において、入浴、排せつ、食事等の介護などの日常生活上の

支援と機能訓練を提供するサービスです。 

■実績と見込量                                             単位：人 

区分 実績 見込量 

年度 
H３０ 

年度 

R 元 

年度 

R２ 

年度 

R３ 

年度 

R４ 

年度 

R５ 

年度 

介護予防小規模 

多機能型居宅介護 
利用延べ人数 ２０ 20 24 24 24 24 

小規模 

多機能型居宅介護 
利用延べ人数 １２2 １43 １32 １44 １56 168 

※Ｒ２年度は見込値 
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⑤介護予防認知症対応型共同生活介護・認知症対応型共同生活介護 

■サービスの内容 

認知症の方（原因となる疾患が急性の状態にある方は除く）を対象に、共同生活を営むべき

住居において、入浴、排せつ、食事等の介護などの日常生活上の支援と機能訓練を提供する

サービスです。 

■実績と見込量                                             単位：人 

区分 実績 見込量 

年度 
H３０ 

年度 

R 元 

年度 

R２ 

年度 

R３ 

年度 

R４ 

年度 

R５ 

年度 

介護予防認知症対

応型共同生活介護 
利用延べ人数 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

認知症対応型 

共同生活介護 
利用延べ人数 ３３2 ３２2 ３00 ３24 ３24 ３24 

※Ｒ２年度は見込値 

 

⑥地域密着型特定施設入居者生活介護 

■サービスの内容 

地域密着型特定施設に入居している方を対象として、入浴、排せつ、食事等の介護などの

日常生活上の支援と機能訓練を提供するサービスです。 

■実績と見込量                                             単位：人 

区分 実績 見込量 

年度 
H３０ 

年度 

R 元 

年度 

R２ 

年度 

R３ 

年度 

R４ 

年度 

R５ 

年度 

地域密着型特定施

設入居者生活介護 
利用延べ人数 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

※Ｒ２年度は見込値 
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⑦地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

■サービスの内容 

地域密着型介護老人福祉施設は、入所定員が 29 人以下の施設で、常時介護を必要とする

方が、自宅における介護が困難な場合に利用されるものです。食事や排せつ、入浴、着替えな

どの日常生活の支援のほか、機能訓練、療養生活の支援などを提供するサービスです。 

■実績と見込量                                             単位：人 

区分 実績 見込量 

年度 
H３０ 

年度 

R 元 

年度 

R２ 

年度 

R３ 

年度 

R４ 

年度 

R５ 

年度 

地域密着型介護老人

福祉施設入所者生活

介護 

利用延べ人数 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

※Ｒ２年度は見込値 

 

⑧看護小規模多機能型居宅介護 

■サービスの内容 

小規模多機能型居宅介護と訪問看護など、複数の居宅サービスや地域密着型サービスを組

み合わせて提供するサービスです。 

■実績と見込量                                             単位：人 

区分 実績 見込量 

年度 
H３０ 

年度 

R 元 

年度 

R２ 

年度 

R３ 

年度 

R４ 

年度 

R５ 

年度 

看護小規模多機能

型居宅介護 
利用延べ人数 ０ 2 0 0 0 0 

※Ｒ２年度は見込値 
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⑨地域密着型通所介護 

■サービスの内容 

デイサービスセンター（利用定員が１８人以下）などに通う方に対して、入浴、排せつ、食事等

の介護などの日常生活上の支援や介護、日常生活を想定した運動機能の向上や栄養改善の

ための指導等の機能訓練を行うサービスです。 

■実績と見込量                                             単位：人 

区分 実績 見込量 

年度 
H３０ 

年度 

R 元 

年度 

R２ 

年度 

R３ 

年度 

R４ 

年度 

R５ 

年度 

地域密着型通所 

介護 
利用延べ人数 １,059 ９36 936 １,０08 １,０68 １,128 

※Ｒ２年度は見込値 

 

 

◇地域密着型サービスにおける今後の方向性◇ 

地域密着型の各サービスについては、今後の需要動向を見極めながら、近隣市の整備状況

等に留意し、適正なサービスが提供されるように努めるとともに、必要に応じて事業者の参

入促進を検討していきます。 
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第４節 要介護状態を予防するための目標設定 

高齢者が可能な限り地域において自立した生活ができるよう、一般高齢者から要支援者へ

の予防、軽度者（要支援１～要介護２）の重度化防止、要介護３以上の方の自立支援に関する

取組を重点的に行い、最終的には高齢者の健康寿命の延伸を目指します。 

各取組について指標を設定し、その事業を重点的に推進することで、要介護認定率の維持

と健康寿命の延伸を目指すとともに、毎年度その取組について評価を行い、「伊奈町介護保険

事業計画等審議会」等に諮ります。 

 

（１）要介護状態の各段階における取組 

①一般高齢者の予防の取組 

一般高齢者が、地域において自立した生活を営むためには、生活機能の維持だけでなく、

生きがいを持って日常生活を過ごすことが重要です。 

このため、高齢者のふれあいの場として「いきいきサロン」などの居場所づくりと「ロコラジ

さろん」を地域に広め、一般高齢者が要支援にならないよう、介護予防普及事業について指標

を設定し、事業を推進します。 

 

■評価指標                                            単位：箇所、人 

区分 R３年度 R４年度 R５年度 

いきいきサロン数 19 ２0 ２1 

ロコラジさろん参加者（延べ人数） １６０ １７０ １８０ 

ロコラジ体操サポーター養成講座 20 20 20 

いきいき脳力教室参加者（延べ人数） 390 40０ 41０ 

 

 

②要支援者・要介護２までの人の重度化防止 

要支援１～要介護２までの比較的軽度な高齢者については、要介護３以上にならないよう、

重度化防止の取組を行います。介護予防・日常生活支援総合事業を充実させ、要介護状態に

ならない取組を行うとともに、地域ケア会議におけるケース検討数を指標として設定し、個別

の検討を行うことによって軽度者の重度化防止について関係機関での情報共有を密にし、重

度化防止に関する取組を推進します。 

 

■評価指標                                               単位：件 

区分 R３年度 R４年度 R５年度 

地域ケア会議のケース検討数 ２４ ２４ ２４ 
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③要介護３以上の方の自立支援 

高齢者が要介護状態等になった場合であっても、生きがいを持って日常生活を過ごし、住

み慣れた地域で安心して生活を継続するためには、その人の尊厳を保持し、その有する能力

に応じた自立した日常生活を営むことができるよう、在宅医療と介護の連携を推進し、在宅

で生活する上での支援を行います。 

評価指標は、要介護３以上の方で在宅サービスを利用していない方に、適切なサービスを

利用してもらい、いつまでも在宅で生活してもらえるよう、要介護３以上の方の在宅サービス

利用率とします。 

 

■評価指標                                               単位：％ 

区分 R３年度 R４年度 R５年度 

要介護３以上の方の在宅サービス 

利用率 
５６ ５８ ６０ 

 

（２）最終的な数値目標 

本町の高齢化率は、団塊の世代が７５歳以上となる令和７年（２０２５年）には 23.6％にな

ると見込まれ、また、６５歳以上の高齢者のいる世帯や高齢者のみの世帯数は、高齢化率の上

昇にともない、年々増加しています。こうした高齢者が自立していくためには、健康寿命を延

ばし、これまで培ってきた知識や経験、技能を生かしながら積極的に社会参加し、生きがいを

実現することが重要です。 

このため、前述した各介護状態段階の取組を行うことによって、令和５年度の計画期間最終

段階に向けて、以下の数値目標（アウトカム指標）を設定します。 

 

①要介護認定率の引き下げ 

高齢者の増加に伴い、要介護認定率も上昇することが予想されます。町は、前述した取組を

重点的に推進することによって、要介護認定率の引き下げを目指します。 

指標 現状値 目標値 

要介護認定率の引き下げ 
１３．８％ 

（令和元年度） 

１３．４％ 

（令和 5 年度） 
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②健康寿命の延伸 

健康寿命とは、「健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間」と定義さ

れています。６５歳の健康寿命を伸ばすことによって要介護状態になることを予防し、いつま

でも地域でいきいきと生活できるよう、最終目標として「健康寿命の延伸（県平均以上）」を設

定します。 

指標 現状値 目標値 

健康寿命の延伸 

男性：１７.７９年 

女性：１９.９９年 

（令和元年） 

男性：１８.００年 

女性：２1.００年 

（令和５年） 

 

【参考】 

平成３０年における健康寿命の埼玉県平均値 

男性 ：１７.６４年 

女性 ：２０.４６年 

 

（３）設定値の評価 

前述した各取組及び最終目標については、毎年度評価を行い、以下の観点で自己評価を行

います。 

①達成できなかった（あるいは達成できた）理由や原因に関すること。 

②目標の達成状況に影響していると考えられる他の取組や状況に関すること。 

③取組で目指している課題やその解決のために必要な取組に関すること。 

④新たに見つかった課題やその解決のために必要な取組に関すること。 

⑤「取組と最終目標」の修正の必要性や改善に関すること。 

上記の評価を毎年度行い、関係者で共有することにより、町全体を挙げて予防事業等に取

組、令和５年度には、最終評価を行い、第８期期間の取組について検証し、今後の高齢者保健

福祉事業・介護保険事業に活かしていきます。 

なお、評価については、「伊奈町介護保険事業計画等審議会」等に諮るとともに、埼玉県へ

報告します。 
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第５節 介護給付適正化の取組 

介護保険制度の健全な運営には、介護給付を必要とする利用者を適切に認定した上で、利

用者が真に必要とするサービスを、介護サービス事業者がルールに従って、適切に提供する

よう促すことが重要です。 

そのため、保険者である町の積極的な取組を推進するとともに、介護サービス事業者によ

る事業の適正運営を促進します。 

具体的には、国が示した「介護給付適正化計画」に関する指針をもとに埼玉県が策定した

「埼玉県介護給付適正化計画」に基づき、５つの重要事業（要介護認定の適正化、ケアプランの

点検、住宅改修等の点検及び福祉用具購入・貸与調査、医療情報との突合・縦覧点検、介護給

付費通知）の実施を中心とした取組を継続し、介護給付の適正化に努めます。 

 

（１）要介護認定の適正化 

要介護認定の変更認定又は更新認定にかかる認定調査の内容について、町職員等が訪問

又は書面等の審査を通じて点検することにより、適切かつ公平な要介護認定の確保を図るた

めに行います。 

 

（２）ケアプランの点検 

介護支援専門員が作成した居宅介護サービス計画、介護予防サービス計画の記載内容につ

いて、事業者に資料提出を求め又は訪問調査を行い、町職員等の第三者が点検及び支援を行

うことにより、個々の受給者が真に必要とするサービスを確保するとともに、その状態に適合

していないサービス提供を改善します。 

 

（３）住宅改修等の点検及び福祉用具購入・貸与調査 

町が改修工事を行おうとする受給者宅の実態確認や工事見積書の点検、竣工時の訪問調

査等を行って施行状況を点検することにより、受給者の状態にそぐわない不適切又は不要な

住宅改修を排除します。 

また、町が福祉用具利用者等に対し訪問調査等を行って、福祉用具の必要性や利用状況等

について点検することにより、不適切又は不要な福祉用具購入・貸与を排除し、受給者の身体

の状態に応じて必要な福祉用具の利用を進めます。 
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（４）医療情報との突合・縦覧点検 

受給者ごとに複数月にまたがる介護報酬の支払状況（請求明細書内容）を確認し、提供され

たサービスの整合性、算定回数・算定日数等の点検を行い、請求内容の誤り等を早期に発見

して適切な処置を行います。 

また、医療担当部署とのさらなる連携体制の構築を図りつつ、受給者の後期高齢者医療や

国民健康保険の入院情報と介護保険の給付情報を突合し、給付日数や提供されたサービスの

整合性の点検を行い、医療と介護の重複請求の排除等を図ります。 

 

（５）介護給付費通知 

町から受給者本人（家族を含む）に対して、事業者からの介護報酬の請求及び費用の給付

状況等について通知することにより、受給者や事業者に対して適切なサービスの利用と提供

を普及啓発するとともに、自ら受けているサービスを改めて確認し、適正な請求に向けた抑

制効果をあげます。 
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第６節 事業費の見込量 

（１）介護保険事業費の推計 

①居宅・地域密着型・施設サービス量・給付費 

  平成30年度
実績値

令和元年度
実績値

令和2年度
見込値

令和3年度
見込値

令和4年度
見込値

令和5年度
見込値

令和7年度
見込値

令和22年度
見込値

（１）居宅サービス
給付費（千円） 95,682 93,350 82,997 91,036 96,310 103,886 115,277 153,991
回数（回） 32,039 31,199 27,892 30,408 32,162 34,693 38,496 51,479
人数（人） 1,925 1,914 1,824 1,968 2,076 2,220 2,448 3,216
給付費（千円） 5,595 6,045 7,204 9,558 10,874 10,965 12,413 17,441
回数（回） 455 483 571 760 863 870 985 1,381
人数（人） 111 100 96 132 144 144 168 228
給付費（千円） 33,098 35,374 38,977 43,284 45,615 48,160 54,097 75,588
回数（回） 5,148 5,357 6,294 6,924 7,300 7,720 8,657 12,064
人数（人） 740 818 912 996 1,056 1,116 1,248 1,764
給付費（千円） 29,427 28,223 28,768 31,261 33,286 34,871 39,197 52,301
回数（回） 9,874 9,403 9,626 10,392 11,060 11,585 13,019 17,374
人数（人） 805 841 864 936 996 1,044 1,176 1,572
給付費（千円） 18,497 20,295 22,498 25,255 27,151 29,095 32,203 45,097
人数（人） 1,357 1,387 1,596 1,776 1,908 2,040 2,256 3,132
給付費（千円） 246,048 269,120 295,102 319,440 342,044 365,833 405,285 539,792
回数（回） 31,129 33,780 36,925 39,589 42,280 45,086 49,846 65,694
人数（人） 3,041 3,222 3,372 3,612 3,852 4,104 4,536 5,964
給付費（千円） 86,376 90,830 101,784 112,654 123,378 131,266 146,194 198,815
回数（回） 11,203 11,567 12,086 13,229 14,366 15,246 16,907 22,620
人数（人） 1,432 1,479 1,500 1,608 1,716 1,812 2,004 2,628
給付費（千円） 93,898 104,454 122,790 137,005 149,701 163,837 180,763 253,760
日数（日） 11,673 13,139 14,552 16,091 17,594 19,210 21,163 29,546
人数（人） 938 966 960 1,044 1,116 1,200 1,320 1,824
給付費（千円） 13,291 14,422 13,323 14,246 15,376 15,376 17,620 26,466
日数（日） 1,179 1,186 1,046 1,126 1,214 1,214 1,382 2,059
人数（人） 172 163 144 156 168 168 192 288
給付費（千円） 0 0 0 0 0 0 0 0
日数（日） 0 0 0 0 0 0 0 0
人数（人） 0 0 0 0 0 0 0 0
給付費（千円） 0 0 0 0 0 0 0 0
日数（日） 0 0 0 0 0 0 0 0
人数（人） 0 0 0 0 0 0 0 0
給付費（千円） 54,154 61,900 65,721 71,608 76,628 81,738 91,365 125,494
人数（人） 4,033 4,416 4,692 5,076 5,436 5,784 6,420 8,640
給付費（千円） 2,004 2,764 3,090 3,521 3,521 4,244 4,244 5,966
人数（人） 70 87 108 120 120 144 144 204
給付費（千円） 6,223 6,699 8,979 10,254 10,254 11,256 12,078 17,388
人数（人） 57 78 96 108 108 120 132 192
給付費（千円） 84,745 92,337 105,479 127,571 149,276 170,994 217,339 558,818
人数（人） 427 457 528 636 744 852 1,080 2,772

（２）地域密着型サービス
給付費（千円） 1,619 1,429 1,093 1,978 1,979 1,979 1,979 3,079
人数（人） 22 17 12 24 24 24 24 36
給付費（千円） 0 0 0 0 0 0 0 0
人数（人） 0 0 0 0 0 0 0 0
給付費（千円） 77,347 73,208 74,485 82,221 86,457 91,283 102,044 137,155
回数（回） 9,744 8,954 8,866 9,625 10,163 10,756 11,962 15,866
人数（人） 1,059 936 936 1,008 1,068 1,128 1,248 1,632
給付費（千円） 0 30 0 443 443 443 443 443
回数（回） 0 6 0 42 42 42 42 42
人数（人） 0 3 0 12 12 12 12 12
給付費（千円） 18,801 28,405 26,639 29,450 32,515 35,164 35,164 55,439
人数（人） 122 143 132 144 156 168 168 264
給付費（千円） 81,604 76,655 73,889 80,323 80,368 80,368 80,368 80,368
人数（人） 332 322 300 324 324 324 324 324
給付費（千円） 0 0 0 0 0 0 0 0
人数（人） 0 0 0 0 0 0 0 0
給付費（千円） 0 0 0 0 0 0 0 0
人数（人） 0 0 0 0 0 0 0 0
給付費（千円） 0 760 0 0 0 0 0 0
人数（人） 0 2 0 0 0 0 0 0

（３）施設サービス
給付費（千円） 574,463 593,045 663,034 692,144 717,804 742,856 793,184 978,176
人数（人） 2,261 2,346 2,544 2,640 2,736 2,832 3,024 3,744
給付費（千円） 317,087 350,215 336,220 348,117 359,036 369,633 390,584 494,064
人数（人） 1,157 1,216 1,140 1,176 1,212 1,248 1,320 1,680
給付費（千円） 0 0 0 4,111 7,956 11,404 25,663 128,470
人数（人） 0 0 0 12 24 36 84 444
給付費（千円） 812 0 0 0 0 0 0 0
人数（人） 2 0 0 0 0 0 0 0

（４）居宅介護支援 給付費（千円） 102,791 106,172 107,592 116,230 124,241 131,587 145,741 194,558
人数（人） 7,113 7,258 7,344 7,860 8,388 8,868 9,804 12,960

合計 給付費（千円） 1,943,563 2,055,731 2,179,665 2,351,710 2,494,213 2,636,238 2,903,245 4,142,669

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護医療院

介護療養型医療施設

地域密着型特定施設
入居者生活介護
地域密着型介護老人福祉施設入
所者生活介護

看護小規模多機能型居宅介護

定期巡回・随時対応型
訪問介護看護

夜間対応型訪問介護

地域密着型通所介護

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護

認知症対応型共同生活介護

特定福祉用具購入費

住宅改修費

特定施設入居者生活介護

通所リハビリテーション

短期入所生活介護

短期入所療養介護（老健）

短期入所療養介護（病院等）

短期入所療養介護(介護医療院)

福祉用具貸与

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

訪問リハビリテーション

居宅療養管理指導

通所介護

単位：千円／回／人
第７期計画 第８期計画 推計値
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②介護予防・地域密着型サービス量・給付費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③総給付費 

  
平成30年度

実績値
令和元年度

実績値
令和2年度

見込値
令和3年度

見込値
令和4年度

見込値
令和5年度

見込値
令和7年度

見込値
令和22年度

見込値

1,943,563 2,055,731 2,179,665 2,351,710 2,494,213 2,636,238 2,903,245 4,142,669

46,302 50,059 53,406 58,166 62,512 65,870 74,216 93,679

1,989,865 2,105,790 2,233,071 2,409,876 2,556,725 2,702,108 2,977,461 4,236,348

第８期計画 推計値

介護給付費

予防給付費

総給付費

単位：千円
第７期計画

平成30年度
実績値

令和元年度
実績値

令和2年度
見込値

令和3年度
見込値

令和4年度
見込値

令和5年度
見込値

令和7年度
見込値

令和22年度
見込値

（１）介護予防サービス
給付費（千円） 0 0 0 0 0 0 0 0
回数（回） 0 0 0 0 0 0 0 0
人数（人） 0 0 0 0 0 0 0 0
給付費（千円） 2,669 1,856 3,460 3,481 4,032 4,032 4,949 5,499
回数（回） 538 380 770 770 905 905 1,088 1,223
人数（人） 108 77 84 84 96 96 120 132
給付費（千円） 3,677 3,376 3,392 3,761 3,763 4,112 4,460 5,158
回数（回） 1,242 1,153 1,170 1,290 1,290 1,410 1,530 1,770
人数（人） 118 119 120 132 132 144 156 180
給付費（千円） 758 728 1,008 1,015 1,289 1,289 1,386 1,660
人数（人） 73 89 96 96 120 120 132 156
給付費（千円） 18,079 22,268 22,899 24,606 25,907 27,193 29,766 34,690
人数（人） 539 652 672 720 756 792 864 1,008
給付費（千円） 1,404 1,077 0 1,448 1,449 1,449 1,449 1,449
日数（日） 222 210 0 253 253 253 253 253
人数（人） 26 19 24 24 24 24 24 24
給付費（千円） 34 33 0 311 311 311 311 311
日数（日） 3 3 0 36 36 36 36 36
人数（人） 1 1 0 12 12 12 12 12
給付費（千円） 0 0 0 0 0 0 0 0
日数（日） 0 0 0 0 0 0 0 0
人数（人） 0 0 0 0 0 0 0 0
給付費（千円） 0 0 0 0 0 0 0 0
日数（日） 0 0 0 0 0 0 0 0
人数（人） 0 0 0 0 0 0 0 0
給付費（千円） 5,569 6,021 5,814 6,202 6,662 7,122 7,752 9,085
人数（人） 690 779 888 948 1,020 1,092 1,188 1,392
給付費（千円） 530 549 1,434 1,434 1,434 1,661 1,924 2,151
人数（人） 26 23 72 72 72 84 96 108
給付費（千円） 4,055 2,582 4,112 4,112 4,112 4,112 5,549 5,549
人数（人） 40 26 36 36 36 36 48 48
給付費（千円） 2,621 2,929 3,301 3,321 4,632 5,337 6,646 16,614
人数（人） 34 35 36 36 48 60 72 180

（２）地域密着型介護予防サービス
給付費（千円） 0 0 0 0 0 0 0 0
回数（回） 0 0 0 0 0 0 0 0
人数（人） 0 0 0 0 0 0 0 0
給付費（千円） 978 2,109 1,251 1,258 1,259 1,259 1,259 1,259
人数（人） 20 20 24 24 24 24 24 24
給付費（千円） 0 0 0 0 0 0 0 0
人数（人） 0 0 0 0 0 0 0 0

（３）介護予防支援 給付費（千円） 5,928 6,533 6,735 7,217 7,662 7,993 8,765 10,254
人数（人） 1,276 1,403 1,476 1,572 1,668 1,740 1,908 2,232

合計 給付費（千円） 46,302 50,059 53,406 58,166 62,512 65,870 74,216 93,679

介護予防認知症
対応型共同生活介護

介護予防特定施設
入居者生活介護

介護予防認知症対応型通所介護

介護予防小規模
多機能型居宅介護

介護予防短期入所療養介護
（老健）

介護予防短期入所療養介護
（病院等）

介護予防短期入所療養介護
(介護医療院)

介護予防福祉用具貸与

特定介護予防福祉用具購入費

介護予防住宅改修

介護予防訪問入浴介護

介護予防訪問看護

介護予防訪問リハビリテーション

介護予防
居宅療養管理指導

介護予防通所リハビリテーション

介護予防短期入所生活介護

単位：千円／回／人

第７期計画 第８期計画 推計値



第５章 介護保険事業計画 

  -100-  

（２）標準給付費の見込額 

単位：千円 R３年度 R４年度 R５年度 合計 

総給付費 2,409,876 2,556,725 2,702,108 7,668,709 

特定入所者介護サービス費等給付額 80,805 77,334 81,537 239,675 

高額介護サービス費等給付額 51,029 53,498 56,404 160,930 

高額医療合算介護サービス費等給付額 1,350 1,431 1,508 4,288 

算定対象審査支払手数料 1,495 1,585 1,671 4,751 

 審査支払手数料支払件数 37,374 件 39,618 件 41,771 件 118,763 件 

標準給付費見込額 2,544,554 2,690,572 2,843,228 8,078,353 

 

 

 

（３）地域支援事業費の推計 

  平成30年度
実績値

令和元年度
実績値

令和2年度
見込値

令和3年度
見込値

令和4年度
見込値

令和5年度
見込値

令和7年度
見込値

令和22年度
見込値

（１）介護予防・日常生活支援総合事業費
給付費 10,433 12,336 14,010 13,797 14,535 15,268 16,744 16,430
人数（人） 576 658 672 720 756 792 876 852

96 62 324 342 361 379 415 408
給付費 34,585 37,537 42,030 42,550 44,826 47,087 51,640 50,671
人数（人） 1,142 1,275 1,320 1,404 1,476 1,548 1,704 1,668

0 0 2,283 2,412 2,541 2,669 2,927 2,872
5,423 6,109 7,356 7,772 8,188 8,601 9,432 9,255
2,554 1,623 2,217 2,342 2,468 2,592 2,843 2,789

0 160 1,320 1,395 1,469 1,543 1,693 1,661
114 129 203 214 226 237 260 255

35,926 36,321 41,512 46,953 47,243 47,525 48,106 60,665
653 1,463 2,642 2,655 2,669 2,683 2,711 3,431

2,109 1,291 1,644 1,652 1,661 1,669 1,687 2,135

91,893 97,031 115,541 122,084 126,187 130,253 138,458 150,572

単位：千円
第７期計画 第８期計画 推計値

（３）包括的支援事業（社会保障充実分）

合計

訪問介護相当サービス

通所介護相当サービス

訪問型サービス（計）

包括的支援事業(地域包括支援センターの運営)
任意事業

（２）包括的支援事業（地域包括支援センターの運営）

　　及び任意事業費

通所型サービス（計）
介護予防ケアマネジメント
介護予防普及啓発事業
地域介護予防活動支援事業
上記以外の介護予防・日常生活総合事業
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（４）介護保険財政の仕組み 

介護保険の財源については、利用者の負担額を除いた介護給付にかかる費用（給付費）の

５０%を保険料、残り５０%を国・県・町による公費で賄うことが基本となっています。 

第１号被保険者は給付費の２３%を負担することになりますが、調整交付金の割合によっ

て、負担割合は増減します。 

また、地域支援事業のうち、包括的支援事業・任意事業の財源については、第１号被保険者

の保険料と公費で構成されます。 

 

■法定給付費 

居宅給付費 施設給付費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■地域支援事業費 

介護予防・日常生活支援総合事業費 包括的支援事業・任意事業費 
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第６章 計画の推進・進捗管理 

第１節 計画の推進体制 

（１）地域包括支援センターの充実 

高齢者が住み慣れた地域で暮らすためには、地域における総合的なケアマネジメントシステ

ムの中核的な機関として位置づけられている、地域包括支援センターの役割が非常に重要に

なっています。引き続き、地域包括支援センターを担う人材の育成と確保に努め、適正な運営

を継続するとともに、関係機関や団体等と連携を密にし、包括的・継続的なケアマネジメント

を行う機関としての機能充実を図ります。 

また、地域包括支援センターの土日開所や、電話等による相談体制の拡充、地域に出向い

た相談会の実施など、家族等に対する相談・支援体制の強化を図ります。 

（２）介護予防の仕組みづくり 

高齢者が「要介護状態になることを極力遅らせること」又は「要介護状態になることを未然

に防ぐこと」そして「すでに介護が必要な場合は、状態が悪化しないように努め、改善を図るこ

と」を目的とし、地域包括支援センターを中心として、高齢者一人ひとりの状態にあった介護

予防ケアマネジメントを行います。また、介護給付サービス・予防給付サービスとの一貫性や

連続性を確保することで、包括的・継続的な介護予防を図ります。 

（３）地域ケア会議の推進 

地域ケア会議は、多職種の専門職の協働の下で高齢者個人に対する支援の充実とそれを支

える社会基盤の整備を同時に進めていく、地域包括ケアシステムの実現に向けた手法です。 

地域包括支援センターを中心に、本町の保健・福祉部門、地域包括支援センターや介護支援

専門員連絡協議会の代表者、医療関係者、民生委員・児童委員等で構成される地域ケア会議

において、ケアマネジメント支援や困難事例等の問題解決に努めるとともに、関係者のネット

ワーク構築や地域課題の把握・検討を行い、地域全体における高齢者支援の充実を図ります。 

（４）相談体制・情報提供体制の充実 

高齢者とその家族、近隣住民などからの様々な相談について、総合的に対応できる相談体

制の整備を推進します。地域包括支援センターを中心に、本町の保健・福祉部門が相互に連携

し、相談業務の強化を図るとともに、相談窓口の充実に努めます。 

また、介護保険制度や保健・医療・福祉に関する制度やサービス、生きがい活動に関する情

報などを、各関係機関の窓口や民生委員・児童委員や福祉協力員などの訪問活動を通じて提

供するとともに、町広報紙やパンフレット、ホームページなどの多様な広報手段によって、広く

周知を図ります。  
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第２節 サービスの質の確保 

高齢者に対して良質なサービスを提供するためには、サービスを提供する人材の資質の向

上に加え、今後増加が見込まれるサービス需要に対応できるよう、介護職員に加え、介護分野

で働く専門職を含めた介護人材を確保していくことが大切です。必要となる介護人材の確保

に向け、国や県と連携し、介護の仕事の魅力の向上、多様な人材の確保・育成、生産性の向上

を通じた労働負担の軽減を柱とする、総合的な取組を推進します。 

また、必要な介護サービスの提供を確保するため、国や県と連携し、介護サービス従事者に

対する相談体制の確立、介護サービス事業所や医療・介護関係団体等の連携・協力体制の構

築、ボランティア活動の振興や普及啓発活動等を通じて、地域の特色を踏まえた人材の確保

及び資質の向上に取り組みます。 

さらに、介護保険サービスに関する利用者からの相談・苦情に対応するため、地域包括支援

センターや埼玉県、近隣自治体、国民健康保険団体連合会などと連携し、相談・苦情処理対応

を行っていきます。なお、地域包括支援センターでは、サービス提供事業者からの相談に応じ

るなどの対応も行っていきます。 

 

第３節 計画の進捗管理 

本計画の介護給付、地域支援事業等の進捗状況の管理及び課題の抽出については、今後と

も、伊奈町介護保険事業計画等審議会や伊奈町地域包括支援センター運営協議会等において、

定期的に事業の進捗状況等を把握するとともに、点検、評価を行い、今後の運営に反映させ

るものとします。 
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資料編 

１．策定経過 

 

年月日 事項 内容 

令和２年６月５日 
第１回介護保険事業計画等

審議会 

※新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため書面にて開催  

・高齢者保健福祉計画及び第８期介護保険事業計画について 

・計画策定に係るアンケート調査について 

・伊奈町介護保険事業計画等審議会条例について 

令 和 ２年 ７月  

伊奈町高齢者福祉・介護保

険に関するアンケート調査

（日常生活ニーズ調査・在宅

介護実態調査）の実施 

・調査対象 町内在住の要介護等認定者及び６５歳以上の方 

・調査方法 郵送及び担当ケアマネジャー、地域包括支援セ

ンター職員又は施設職員等により聞き取り調査 

令和２年８月１９日 
第２回介護保険事業計画等

審議会 

・第７期伊奈町介護保険事業計画の進捗状況について（令和

元年度実績報告） 

・伊奈町高齢者福祉保健計画及び第８期介護保険事業計画

について（アンケート調査の実施結果について） 

令和２年１０月１３日 
第３回介護保険事業計画等

審議会 

・諮問（伊奈町高齢者福祉保健計画及び第８期介護保険事業計画） 

・伊奈町高齢者保健福祉計画及び第８期介護保険事業計画

（素案）について 

令 和 ２年 １１月 １７日  
第４回介護保険事業計画等

審議会 

・伊奈町高齢者保健福祉計画及び第８期介護保険事業計画

（素案２）について 

令和２年１２月７日から 

令和３年１月５日まで 

町民コメント制度に基づく

意見公募の実施 
 

令和３年２月３日 
第５回介護保険事業計画等

審議会 

・町民コメントの報告 

・伊奈町高齢者福祉保健計画及び第８期介護保険事業計画

（案）の最終確認について 

・伊奈町高齢者福祉保健計画及び第８期介護保険事業計画

の答申について 
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２．伊奈町介護保険事業計画等審議会条例 

 

令和２年３月１８日 

条例第１０号 

(設置) 

第１条 介護保険法(平成９年法律第１２３号)第１１７条第１項に規定する介護保険事業計画及

び老人福祉法(昭和３８年法律第１３３号)第２０条の８第１項に規定する老人福祉計画(以下

「介護保険事業計画等」という。)に広く介護保険の被保険者等の意見を反映させ介護保険

事業計画等の円滑な運営を図るため、伊奈町介護保険事業計画等審議会(以下「審議会」と

いう。)を置く。 

(所掌事務) 

第２条 審議会は、町長の諮問に応じ、次に掲げる事項について調査審議し、その結果を町長

に答申するものとする。 

(１) 介護保険事業計画等の策定及び変更に関すること。 

(２) 介護保険事業計画等に基づく事業の実施及び評価に関すること。 

(３) 介護保険法第１１５条の４６第１項に規定する地域包括支援センターの設置に関すること。 

(４) その他町長が介護保険事業計画等の円滑な運営に関し必要と認める事項に関すること。 

(組織) 

第３条 審議会は、委員１５人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから町長が委嘱する。 

(１) 介護保険の被保険者を代表する者 

(２) 医療に従事する者 

(３) 福祉に関する事業に従事する者 

(４) 識見を有する者 

(５) 公募による者 

(６) 関係行政機関の職員 

(任期) 

第４条 委員の任期は、３年とし、再任を妨げない。ただし、委員が欠けた場合における補欠の

委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

(委員長及び副委員長) 

第５条 審議会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 委員長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、そ

の職務を代理する。 

(会議) 

第６条 審議会の会議は、委員長が招集し、委員長がその会議の議長となる。 

２ 審議会は、委員の過半数の出席がなければ、会議を開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 
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(関係者の出席等) 

第７条 審議会は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、関係者に対し、

資料の提出又は会議への出席を求め、その説明又は意見を聴くことができる。 

(庶務) 

第８条 審議会の庶務は、福祉課において処理する。 

(委任) 

第９条 この条例の施行に関し必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

(施行期日) 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

(経過措置) 

２ この条例の施行の際現に廃止前の伊奈町介護保険事業計画審議会設置要綱(平成１０年

町長決裁。以下「廃止前の要綱」という。)第３条第２項の規定により委嘱された委員である

者は、この条例の施行の日に、第３条第２項の規定により委員として委嘱されたものとみな

す。この場合において、その委嘱されたものとみなされる者の任期は、第４条の規定にかか

わらず、同日における廃止前の要綱第３条第２項の規定により委嘱された委員としての任

期の残任期間と同一の期間とする。 

３ この条例の施行の際現に廃止前の要綱第４条第１項の規定により互選された委員長又は

副委員長である者は、この条例の施行の日に、第５条第１項の規定により互選されたものと

みなす。  
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３．伊奈町介護保険事業計画等審議会委員名簿 

 

（令和３年３月１日現在） 

区分 氏名 所属等 

被保険者を代表する者 

条例第３条第２項第１号 

 関 根  清 一  長寿クラブ連合会会長 

 町 田  伸 吉  商工会会長 

 鈴 木  正 男  シルバー人材センター理事長 

医療に従事する者 

条例第３条第２項第２号 
◎ 今 成  芳 郎  今成医院院長 

福祉に関する事業に従事する者 

条例第３条第２項第３号 

〇 加 藤  衛 民生委員・児童委員協議会会長 

 濱 野  武 身体障害者福祉会会長 

 加 藤  洋 子  社会福祉協議会理事 

識見を有する者 

条例第３条第２項第４号 

 大 島  惠 子  赤十字奉仕団委員長 

 田 井  義 司  区長会副会長 

公募による者 

条例第３条第２項第５号 

 大 山  祐 二   

 大 塚  彩 子   

関係行政機関の職員 

条例第３条第２項第３号 
 山 本  文 彦  

埼玉県東部中央福祉事務所 

（介護保険・施設整備担当部長） 

◎ 委員長  〇 副委員長                                   （敬称略） 
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４．用語解説 

■あ行 

 

アウトカム指標 

行政活動の成果（政策の成果）を測る指標で、受益者（住民等）の観点からとらえた具体的な効果や効

用を基準とする成果指標。 

 

一般介護予防事業 

要介護状態になるリスクを減らしていくため、６５歳以上の人全員を対象とした、介護予防教室などの

介護予防に向けた取組。 

 

■か行 

 

介護医療院 

介護療養型医療施設からの転換先として創設され、介護療養病床の医療機能を維持し、日常的な医学

管理が必要な重介護者の受入れと看取り・終末期ケアの機能と、生活施設としての機能を兼ね備えた

施設。（平成３０年４月１日～） 

 

介護給付 

要介護認定を受けた人に対する保険給付。給付には９種類あり、所得に応じてサービス種類ごとに定

める基準額の９割～７割が保険給付され、残りの１割～３割が自己負担となる。 

 

介護サービス 

要介護認定を受けた人が利用できるサービス。在宅で利用する「居宅サービス」や、施設に入所して利

用する「施設サービス」など、自分らしく、できる限り自立した暮らしができるよう、様々な種類のサー

ビスが用意されている。広義では、介護予防サービスを含めることもある。 

 

介護支援専門員（ケアマネジャー） 

要介護認定者等からの生活や介護に関する相談を受けるとともに、適切な居宅サービス・施設サービ

スを利用できるようケアプラン（介護サービス計画）の作成、町やサービス事業者、介護保険施設等と

の連絡調整などを行う専門職。 

 

介護福祉士 

社会福祉士及び介護福祉士法によって創設された、サービスを提供する事業所・施設の介護職員など

が取得する、介護専門職の国家資格。身体上又は精神上の障害によって日常生活を営むのに支障が

ある人に対し、専門的知識及び技術をもって入浴、排せつ、食事などの介護を行う専門職。 
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介護報酬 

介護保険制度において、サービス提供事業者や介護保険施設が介護サービスを提供した場合にその

対価として支払われる利用料（報酬）。その額については、厚生労働大臣（国）が定める。原則として利

用者はその１割～３割を自己負担し、残りの９割～７割については市区町村（保険者）から国民健康保

険団体連合会を経由して事業所・施設に支払われる。 

 

介護保険制度 

平成１２年４月から始まった介護を公的に支えるための保険制度。４０歳以上の人全員が被保険者とな

り保険料を負担し、介護が必要と認定されたとき、費用の一部（原則１０％）を支払って介護サービスを

利用することができる。 

 

介護予防 

高齢者が要介護状態なることをできる限り防ぐこと、又は要介護状態であっても状態がそれ以上に悪

化しないようにすること。自分らしい生活を実現できるよう、日頃から健康管理を行い高齢期にあっ

た健康づくりを行うことを指す。 

 

介護予防ケアマネジメント 

要支援者及び基本チェックリストの記入内容が事業対象者と判断できる人に対して、高齢者の自立支

援を目的として、その心身の状況、置かれている環境その他の状況に応じて、その選択に基づき、訪問

型サービス、通所型サービス、その他の生活支援サービスのほか一般介護予防事業や町の独自施策､

市場において民間企業により提供される生活支援サービスも含め、要支援者等の状況にあった適切

なサービスが包括的かつ効率的に提供されるよう必要な援助を行う事業。 

 

介護予防サービス 

介護認定において要支援１、要支援２と認定された人が受けられ、要介護状態になることをできるだ

け防ぐとともに、要支援状態になっても状態の悪化を防ぐことに重点をおいたサービス。 

 

介護予防・日常生活支援総合事業 

従来の介護予防事業に併せ、要支援者や基本チェックリストによる対象者に、状態像や意向に応じて、

介護予防、生活支援（配食、見守り等）、権利擁護、社会参加も含めて、市町村が主体となって総合的で

多様なサービスを提供する事業。 

 

介護療養型医療施設 

療養病床に入院するほどではないが、夜間の看護体制、急性増悪期や看取り対応などの医療ニーズを

必要とする人を受け入れるための施設。 

 

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

介護保険施設のひとつ。長期入所を前提とした生活施設で、原則として要介護３以上の人が利用でき

る。施設サービス計画に基づいて、看護、医療的管理の下に機能訓練、その他必要な医療、日常生活上

の支援を行う。  
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介護老人保健施設 

病状が安定期にある要介護者に対し、施設サービス計画に基づいて、看護、医学的管理下における介

護、機能訓練その他必要な医療、日常生活上の世話を行う施設として、都道府県知事の許可を受けた

もの。 

 

機能訓練 

心身の諸機能の維持回復を図る訓練のこと。筋力の増強、持久力の向上、関節可動域の維持、運動速

度の増大等を目的とし、その心身の状況に応じて訓練が行われる。 

 

基本チェックリスト 

生活機能評価を行う際に用いる質問票（チェックリスト）。要介護認定で自立と認定された人や要介護

認定を受けていない人で、介護が必要になる可能性があると予想される人に、厚生労働省のガイドラ

インに基づき作成された質問票に答えてもらい、生活機能の低下が見られるかどうかを確認し評価を

行う。 

 

居宅療養管理指導 

居宅要介護者又は要支援者について、病院、診療所、又は薬局の医師、歯科医師、薬剤師などにより行

われる療養上の管理及び指導をいう。 

 

ケアハウス 

６０歳以上の人であって、身体機能の低下が認められるなど居宅において生活することが困難な高齢

者に対して、生活相談や食事など日常生活上必要なサービスを行うことによって自立した生活が継続

できるよう工夫された施設で、軽費老人ホームの一種。 

 

ケアプラン（介護サービス計画） 

要介護認定者等の個々のニーズに合わせた介護保険制度内外の適切な保健・医療・福祉サービスが提

供されるように、ケアマネジャー（介護支援専門員）が、ケアマネジメントという手法を用い、利用者・家

族と相談しながら作成するサービスの利用計画のこと。 

 

ケアプランの点検 

自立支援の適切なケアプランになっているかを点検し、保険給付の適正化を図ることを目的に行う。 

 

ケアマネジメント 

生活困難な状態になり援助を必要とする利用者が、迅速かつ効果的に、必要とされるすべての保健・

医療・福祉サービスを受けられるように調整することを目的とした援助展開の方法。 

 

健康寿命 

６５歳に達した人が日常生活を制限されることなく健康で自立した生活を送ることができる期間。「日

常生活の制限」とは、介護や病気などを指し、自立して元気に過ごすことができない状態。 
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権利擁護 

自己の権利や援助のニーズを表明することの困難な人が、様々な局面で不利益を被ることがないよう

に、弁護又は擁護する制度の総称のこと。 

 

高額医療合算介護サービス費 

１年間に医療保険と介護保険の両方のサービスを利用し、世帯自己負担額の合計が高額になった場合、

自己負担限度額（年額）を超え金額が支給される。 

 

高額介護サービス費（介護予防高額介護サービス費） 

介護サービス利用者に対して、サービス費用の自己負担額が一定額以上になったときに、超過分が保

険給付から支給される（償還払い）。 

 

高齢化率 

総人口に占める高齢者（６５歳以上）人口の割合。WHO（世界保健機構）や国連の定義によると、６５歳

以上人口の割合が７％超で「高齢化社会」、６５歳以上人口の割合が１４％超で「高齢社会」、６５歳以上

人口の割合が２１％超で「超高齢社会」とされている。 

 

高齢者 

一般に満６５歳以上の人をいう。 

 

■さ行 

 

サービス付き高齢者向け住宅 

高齢者の暮らしを支援するサービスの付いたバリアフリー構造の住宅。 

 

在宅医療 

できる限り住み慣れた家庭や地域で療養することができるよう患者の自宅で行われる医療行為のこ

と。 

 

作業療法 

身体又は精神に障がいのある人に対し、主としてその応用的動作能力又は社会的適応能力の回復を

図るため、手芸、工作その他の作業を行うのが特徴。 

 

歯周疾患検診 

４０歳以上の人を対象に、生活習慣病である歯周疾患を予防・早期発見することを目的に町内指定医

療機関で行う。 
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自主防災組織 

町民自らが「自分たちの地域は、自分たちで守ろう」という連帯感に基づき、区などを単位として結成

されるもの。平常時には知識の普及、防災訓練の実施、防災用資機材の整備などを行い、災害時には

情報の収集伝達、初期消火、負傷者の救出救護、避難誘導などの活動を行う。 

 

指定管理者 

地方自治法の規定に基づき指定された民間事業者を含む各種団体が公の施設を管理運営する制度に

基づき管理運営する団体のこと。 

 

社会福祉協議会 

社会福祉法の規定に基づき組織される地域福祉の推進を目的とする団体で、一般定には、「社協」の

略称で呼ばれる場合が多い。 

 

社会福祉士 

専門技術をもって、身体上若しくは精神上の障がいがある人、又は環境上の理由により日常生活を営

むのに支障がある人の福祉に関する相談に応じ、助言、指導その他の援助等を行う専門職（国家資格）。

介護保険制度においては、地域支援事業における包括的支援事業を適切に実施するため地域包括支

援センターに配置されている。 

 

若年性認知症 

４０歳から６４歳までに発症した初老期認知症に１８歳から３９歳までに発症した若年期認知症を加え

た認知症の総称となる。若年性認知症の原因となる疾患については調査対象によって異なるが、アル

ツハイマー型認知症が最も多くなるが、高齢者と比較すると前頭側頭葉変性症や脳血管性認知症ある

いはアルコール性認知症などの比率が高くなっている。 

 

重点健康相談 

重点課題とされる高血圧、脂質異常症、糖尿病、歯周疾患、骨粗鬆症及び病態別のうち、市区町村が地

域の実情等を勘案し、課題を選定し、医師、歯科医師、保健師等を担当者として行われる、健康に関す

る指導及び助言のこと。 

 

主任介護支援専門員（主任ケアマネジャー） 

介護支援専門員の業務に対し、十分な知識と経験を有する介護支援専門員で、介護保険サービスや他

の保健・医療サービスを提供する者との連絡調整、他の介護支援専門員に対する助言・指導などケア

マネジメントが適切かつ円滑に提供されるために必要な業務を行います。地域包括支援センターに配

置される３職種のうちの１つで、他の職種と協力しながら地域包括ケアの実践にあたる。 

 

小規模多機能型居宅介護 

介護保険の地域密着型サービスのひとつ。中重度となっても住み慣れた自宅や地域において在宅生

活を継続することを支える観点から、「通い」を中心として、利用者の様態や希望などに応じ、随時「訪

問」や「泊まり」を組み合わせ提供するサービスのこと。  
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審査支払手数料 

国民健康保険団体連合会に、介護サービス事業所から提出される介護給付費請求書の審査及び支払

業務を委託している。その審査支払事務に対して支払う手数料のことをいう。 

 

生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員） 

高齢者の生活支援・介護予防の基盤整備を推進していくことを目的とし、地域において、生活支援等

サービスの提供体制の構築に向けたコーディネート機能を担う人のこと。 

 

生活習慣病 

食習慣、運動、休養、喫煙、飲酒等の生活習慣が、その発症・進行に関与する疾患群と定義されている。

旧来「成人病」と呼ばれていた。代表的なものには、がん、脳卒中、心疾患、高血圧、糖尿病などがある。 

 

生活福祉資金貸付 

低所得者世帯などに対して、低利又は無利子での資金の貸し付けと必要な援助指導を行うことにより、

経済的自立や生活意欲の助長促進、在宅福祉や社会参加を図り、その世帯の安定した生活を確保する

ことを目的としている。 

 

成年後見制度 

認知症高齢者や障がいのある人など判断能力が不十分な人に対して、家庭裁判所に選任された成年

後見人が、契約や財産にかかわる行為、法律行為について本人の利益を代行する制度。 

 

総給付費 

要介護認定者に対する介護給付費と要支援認定者に対する予防給付費を合わせた給付費のこと。 

 

総合健康相談 

対象者の心身の健康に関する一般的事項について、総合的な指導・助言を行うことを主たる目的とす

る相談のこと。 

 

■た行 

 

第１号被保険者 

市町村の区域内に住所を有する６５歳以上の人が対象。要介護又は要支援認定を受ければ、要介護・

要支援の原因を問わず保険給付を受けることができる。 

 

第２号被保険者 

市町村の区域内に住所を有する４０歳以上６５歳未満の医療保険加入者である人が対象。初老期にお

ける認知症など加齢に伴って生じる特定疾病に起因する要介護状態・要支援状態に限り保険給付の

対象になる。 
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団塊の世代 

昭和２２年～昭和２４年（１９４７～１９４９年）ごろの第一次ベビーブーム時代に生まれた世代を指す。

他世代と比較して人数が多いところからこの呼び方がついている。 

 

地域ケア会議 

町の保健・福祉部門、ケアマネジャー連絡協議会の代表者、医療関係者等、多職種の専門職の協働の下

で、高齢者個人に対する支援の充実と、それを支える社会基盤の整備を同時に進めていく、地域包括

ケアシステムの実現に向けた手法として市町村や地域包括支援センターが開催する会議体のこと。 

 

地域支援事業 

介護予防・日常生活支援総合事業、包括的支援事業及びその他の地域支援事業を行うことにより、被

保険者が要介護状態又は要支援状態となることを予防することなどを目的に行うもの。 

 

地域包括ケアシステム 

高齢者が住み慣れた地域でできる限り継続して生活を送れるように支えるため、個々の高齢者の状況

やその変化に応じて、介護サービスを中核に、医療サービスをはじめとするさまざまな支援を、継続的

かつ包括的に提供する仕組み。 

 

地域包括支援センター 

地域の高齢者の心身の健康保持や生活の安定のために必要な援助を行うことを目的として設けられ

た施設。主な業務は、①包括的支援事業（介護予防ケアマネジメント業務、総合相談支援業務、権利擁

護業務、包括的・継続的ケアマネジメント支援業務）、②介護予防支援、③要介護状態等になるおそれ

のある高齢者の把握などで、保健師、社会福祉士、主任介護支援専門員の専門職が配置されている。 

 

地域密着型サービス 

要介護者が、住み慣れた地域で、地域の特性に応じて多様で柔軟なサービスを受けることができるよ

うに平成１８年度の制度改正により新たに創設されたサービス。認知症対応型通所介護、小規模多機

能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護など。 

 

地域密着型特定施設 

介護専用型の特定施設のうち、入居定員が２９名以下であるもの。 

 

地域共生社会 

高齢者、障がい者、子どもなど全ての人々が、一人ひとりの暮らしと生きがいを共に創り、高め合う社

会のこと。制度・分野ごとの縦割りや、支え手、受け手という関係を超えて、地域住民や地域の多様な

主体が我が事として参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えて丸ごとつながることを目指す考

え方。 
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特定健康診査・特定健康指導 

平成 20 年度から始まった生活習慣病予防のための健診・保健指導。特定健康診査（特定健診）は、メ

タボリックシンドロームに着目した健診で、特定保健指導は、特定健診の結果から、生活習慣病の発症

リスクが高く、生活習慣の改善による生活習慣病の予防効果が多く期待できるメタボリックシンドロー

ムとその予備群の人に対して生活習慣を見直すサポートを行う。 

 

特定施設 

有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅（サ高住）などにおいて、介護保険の居宅サービスのひ

とつである特定施設入居者生活介護の指定を受けた施設。 

 

特定入所者介護サービス費（介護予防特定入所者介護サービス費） 

所得が一定額以下の要介護等認定者等が施設サービスなどを利用した場合の食費・居住費の負担を

軽減するために支給される給付のこと。 

 

特別養護老人ホーム 

要介護認定を受けている人で、身体上又は精神上著しい障がいがあるために常時の介護を必要とし、

かつ、居宅においてこれを受けることが困難な人を入所させる施設。 

 

■な行 

 

日常生活圏域 

住民が日常生活を営む地域として、地理的条件、人口、交通事情等の社会的条件、施設の整備状況な

どを総合的に勘案して設定されるもの。 

 

認知症ケアパス 

認知症が発症したときから生活する上で様々な支障が出てくる中で、その進行状況にあわせて、いつ、

どこで、どのような医療・介護サービスを受ければよいかを標準的に示すもの。 

 

認知症サポーター 

認知症に関する正しい知識と理解を持ち、地域や職域で認知症の人やそのご家族を支援するボランテ

ィア。認知症サポーターになるには、各地域で実施している「認知症サポーター養成講座」を受講する

必要がある。 

 

認知症対応型共同生活介護（介護予防認知症対応型共同生活介護） 

要介護者であって認知症の状態にある人に対し、共同生活を営む住居（認知症高齢者グループホーム）

において、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話及び機能訓練を行うサービスのこ

と。 
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■は行 

 

パブリック・コメント 

行政機関が条例や基本計画などを制定するに当たって、事前にその案を示し、広く住民から意見を募

集すること。 

 

バリアフリー 

道路の段差をなくすといった行為に代表される、障がい者や高齢者などの社会的弱者が、社会生活を

送る上で支障となる物理的、心理的な障害などを取り除いていく行為や施策、もしくは取り除かれた

状態のことを指す。 

 

ＰＤＣＡ 

事業活動における生産管理や品質管理などの管理業務を円滑に進める手法の一つで、Plan（計画）、

Do（実行）、Check（評価）、Action（改善）の４段階を繰り返すことにより、業務を継続的に改善する

こと。 

 

標準給付費 

要介護認定者に対する介護給付費と要支援認定者に対する予防給付費を合わせた総給付費、特定入

所者介護サービス費（介護予防特定入所者介護サービス費）、高額介護サービス費（介護予防高額介護

サービス費）、審査支払手数料を合算したもの。 

 

福祉協力員 

町内に親族等が住んでいない６５歳以上の一人暮らし世帯及び高齢者世帯の人に対し、定期的な安否

確認や町社会福祉協議会との連絡調整、各種申請の代行手続き等を担う人で、町社会福祉協議会で

委嘱しているもの。 

 

福祉サービス利用援助事業 

認知症や知的障がい、精神障がい等により判断能力が不十分な人に対して、福祉サービスの利用援助

や日常的な金銭管理を行う事業。 

 

福祉用具 

身体機能が低下した場合に自立した生活を送るために必要な車いすや電動ベッドなどの用具のこと。 

 

ふれあいいきいきサロン 

地域住民によるつながりづくりのきっかけの場。閉じこもりがちな高齢の人などが、地域の中でいき

いきと暮らしていけるよう、地域住民が主体となって作られた身近な憩いの場のこと。 
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訪問介護員（ホームヘルパー） 

在宅生活で支援を必要とする人の家を訪問し、身体介護や生活援助など、必要なサービスを提供する

専門職。介護福祉士の資格をもつ人や、都道府県知事又は都道府県知事の指定する人の行う研修（介

護職員初任者研修など）を受け、研修を修了した証明書の交付を受けた人が従事する。 

 

ボランティア 

社会福祉において、無償性・善意性・自発性に基づいて技術援助、労力提供等を行う民間奉仕者を指

す。 

 

ボランティアコーディネーター 

ボランティアセンターや施設、学校などのボランティア活動推進団体や機関で、「ボランティア活動をし

たい」という人と「ボランティアを必要としている」人の双方の希望に合った活動を紹介したり、相談や

助言、情報提供などを行う人。 

 

■ま行 

 

民生委員・児童委員 

民生委員は、厚生労働大臣が委嘱し、住民の生活状態を適切に把握することや援助を必要とする人な

どに相談・助言を行うことを主な職務として活動している。また、児童委員には民生委員があてられ

る。 

 

■や行 

有料老人ホーム 

バリアフリーなど高齢者が暮らしやすいよう配慮した住まい（個室）に、食事や介護、洗濯・掃除等の家

事、健康管理などのサービスが付いた民間施設。入居者の自立度に応じて、介護付、住宅型、健康型な

どの種類がある。 

 

要介護 

介護保険法では、「身体上又は精神上の障がいがあるために、入浴、排せつ、食事等の日常生活におけ

る基本的な動作の全部又は一部について、６か月継続して、常時介護を要すると見込まれる状態」とさ

れている。要介護状態は、要支援状態よりも介護の必要の程度が重度であり、介護の必要度により要

介護１（軽度）から要介護５（最重度）までの５つの区分（要介護状態区分）に分けられている。 

 

要介護認定 

介護給付を受けようとする被保険者が、要介護状態に該当すること、及びその該当する要介護状態区

分について受ける市町村の認定のこと。 
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養護老人ホーム 

身体的・精神的・経済的理由等により、在宅において養護・介護を受けることが困難な、原則 65 歳以

上の高齢者を対象にした入所施設。 

 

予防給付 

要支援認定を受けた人に対する保険給付。例えば、居宅サービスを利用した場合、所得に応じてサー

ビス種類ごとに定める基準額の９割～７割が保険給付され、残りの１割～３割が自己負担となる。 

 

■ら行 

理学療法 

身体に障がいのある人に対し、主としてその基本的動作能力の回復を図るため、運動療法や物理療法

を行うこと。 

 

ロコモ体操 

骨や関節、筋肉、神経など体を動かす組織すべてを指す「運動器の」という意味のロコモティブ。５０歳

以降に運動器の障害が多くなることから、無理なく、楽しく予防できるよう工夫した体操。 
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